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地域住民同士が支え合う体制づくりを推進するた
め、地域の方々のご協力をいただきながら「ともに
みまもる」「ともにつくる」「ともにそだつ」の３
つの視点に基づいて事業に取り組んでまいりました。
これまでの取り組みの成果として、暮らしを支え

る在宅福祉サービスの充実・権利擁護の体制づく
り・ボランティアセンターの充実、そして改正社会
福祉法の施行に伴う市内における社会福祉法人の
ネットワーク化など進捗状況も高まりました。

しかし、令和元年末に発生した新型コロナウイルス感染症の影響により、
当初予定していた計画がストップし、業務の遂行が果たせなかったこと
が悔やまれます。
特に、人と人とのつながる機会が制限されたことは、地域福祉活動を推

進するなかで大変大きな痛手となりました。
今後、ウィズコロナ、アフターコロナを見据え、「新しい生活様式」を

考えた活動の推進が避けられませんが、取り巻く環境が変化しても福祉
分野における改善、向上は大事な業務であり、それに伴う支援体制の充
実を図っていくことが必要です。
このことから、第５次日野市地域福祉活動計画では、これまでと同様に

「みんなでつくる豊かなまち日野 ～助けられたり助けたり～ 」を基本
理念として掲げ、令和３年度(2021年度)から令和７年度(2025年度)まで
の５年間、持続可能な地域福祉活動の環境整備や災害ボランティアセン
ター運営の効率化、そして権利擁護事業の一層の強化などを推進してい
くことが定められています。
日野市では、これまでと同様に「地域で支え合い、誰もが安心してとも

に暮らせるまち」を基本理念に、第４期日野市地域福祉計画が令和２年
度(2020年度)から令和６年度(2024年度)まで、５年間の地域福祉の推進
に関する基本的な方向性が定められています。社会福祉協議会としては、
市と連携・協働しながら市民をはじめ関係諸団体等と諸力融合で、暮ら
しやすい地域社会づくりを進めていくことが重要であると考えています。
結びに、本計画の策定にあたりご尽力頂きました日野市地域福祉活動計
画策定委員会の委員の皆様をはじめ、貴重なご意見・ご指導を賜りまし
た関係者の皆様に心から御礼を申し上げます。

令和３年(2021年)３月

社会福祉法人日野市社会福祉協議会
会長 奥住 日出男
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第１章 社会的背景と本計画策定の目的

急速に進行する少子高齢化等の社会情勢の変化に伴い、地域においては多くの様々な課題が生

じています。

核家族化やひとり暮らし高齢者、高齢者のみの世帯の増加といった孤立が大きな社会問題となって

いるほか、自治会加入率の低下や地域のつながりの希薄化など地域コミュニテイの弱体化が指摘さ

れています。

さらには、子どもへの虐待や生活困窮、長期間のひきこもり、介護離職、8050問題、ダブルケアなど、

これまでの制度の枠組みだけでは対応が困難な課題が複合的・潜在的に生じており、こういった課題

に対する対応が一層求められています。そのためには、地域での住民相互の支え合いによる関係づ

くりや福祉専門職等との包括的な体制構築が必要となってきています。

一方、こうした少子高齢化に関連して、社会保障関連費の増加がクローズアップされているほか、

「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）」の大流行に伴う経済的損失等も加わって財政面の持続可

能性が大きな課題となっています。

国においては 平成28年度（2016年度）に「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部を厚生労働省

に設置し、これまでの制度・分野ごとの「縦割り」や福祉サービス等の「支え手・受け手」の関係から

様々な地域課題を住民自らが「我が事」として主体的に取り組む仕組みをつくり、地域課題の解消の

ため「丸ごと」受け止め、総合相談支援が図られるような体制整備を進めています。住み慣れた地域

で健康で生きがいのある暮らしを営めるように、地域で住民が主体的に関わって創っていく社会「地

域共生社会」の実現に向けた取り組みが今進められています。

また、令和元年（2019年）に発生した「新型コロナウイルス感染症」が世界中で大流行し、これまでの

課題に加え、私たちの暮らしは感染症対策のための「新しい生活様式」を取り入れていくことが欠か

せないものとなっています。

【社 会 の 動 向】

◇ 少子・超高齢・人口減少社会

大都市郊外に位置する日野市においても、平成27年（2015年）1月～令和2年（2020年）1月の比

較で、人口が186,283人(外国人含む）から186,346人（外国人含む）に、65歳以上の人口比率（高

齢化率）は、23.5％から24.8％と推移しており、その例外に漏れません。令和7年（2025年）には人

口186,251人で、高齢化率も24.8％でほぼ横ばいでありますが、その後、高齢化率はますます高く

なり、令和22年（2040年）は30％を超える見込みです。

（関連する取り組み） ⇒ 地域共生社会の実現、生活支援体制整備事業

◇「我が事・丸ごと」地域共生社会の実現に向けた取り組み

国は、平成29年（2017年）に「我が事・丸ごと」地域共生社会の実現を提起し、関連する法律につ

いて所要の改正を行いました。掲げる理念は、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」・「受け手」の

関係を超えて地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や

分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく

社会を目指すものです。

１．社会的背景
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具体的な取組の骨格としては、①地域課題の解決力の強化、②地域丸ごとのつながりの強化、

③地域を基盤とする包括的支援の強化④専門人材の機能強化・最大活用としています。

（関連する取り組み）南平地区社会福祉協議会（ぷらっと南平）の支援

◇ 頻発する大規模自然災害

近年、毎年のように全国各地で大規模な自然災害が頻発し、甚大な被害が発生しています。こ

こ数年でも「平成28年（2016年）4月熊本地震」、「平成29年（2017年）7月九州北部豪雨」、「平成

30年（2018年）6月大阪北部地震」、「平成30年（2018年）7月西日本豪雨」、「平成30年（2018年）9

月台風第21号」、「平成30（2018年）年9月北海道胆振東部地震」、「令和元年（2019年）9月台風

第15号」、「令和元年（2019年）10月台風第19号」、「令和2年（2020年）7月豪雨」等が発生してい

ます。地球温暖化等の気候変動により台風の巨大化や局地的な豪雨が起きており、災害時の地

域の取り組みが求められています。

（関連する取り組み）地域の防災活動の支援、みんなでつくる日野の防災プロ
ジェクト、日野市民でつくる防災・減災シンポジウム

◇ ＳＤＧｓ（エスディジーズ）

「SDGｓ」とは、「Sustainable Ｄevelopment Ｇoals（持続可能な開発目標）」の略称であり、2015年9

月に国連で開かれたサミットの中で世界のリーダーによって決められた、2030年までに達成すべ

き国際社会共通の「17の目標」です。

なお、日野市は令和元年（2019年）7月1日に「ＳＤＧｓ未来都市」に東京都内で初めて選定され

ています。

◇新型コロナウイルス感染症の大流行

令和2年（2020年）初めから、新型コロナウイルス感染症が世界的に大流行した。潜伏性の高い

ウイルスの特性から、全世界が感染症の危険にさらされ、ロックダウンや入国制限、オリンピック・

パラリンピックの延期等、人類がかつて経験したことがない状況に陥っています。

感染症への対策として、マスクの着用、手洗い・うがい、三密を避ける行動、ソーシャル（フィジカ

ル）ディスタンス等と併せ新しい生活様式が求められています。

（関連する取り組み）Zoom等を活用した事業展開、Zoomで「ひの筋体操」

【関連する法律・制度の動き】

◇社会福祉法改正

福祉サービスの供給体制の整備及び充実を図るため、「社会福祉法等の一部を改正する法

律」が平成29年（2017年）4月1日に施行されました。

この法改正に基づいて、社会福祉法人は、経営組織のガバナンスの強化、事業運営の透明性

の向上、財務規律の強化等の改革を進めるとともに、「地域における公益的な取組」を実施するこ

とが責務とされました。

（関連する取り組み）日野市内社会福祉法人ネットワーク
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◇生活困窮者自立支援法の制定

支援がなければ生活が成り立たないという生活困窮者もおり、これまでの支援では対象にならな

かった人々のために、平成27年（2015年）4月に生活困窮者自立支援法が施行されました。この法

律では、生活保護に至る前に自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し就労やその他の

自立に関する相談支援事業の実施や家賃相当の住居確保給付金の支給、その他の支援を行っ

ています。

（関連する取り組み）生活福祉資金の貸付相談、子どもの学習・生活等支援

◇介護保険法改正

平成26年（2014年）に成立した「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための

関係法律の整備等に関する法律」において、持続可能な社会保障制度の確立を図るため、医療・

介護の連携強化や地域における効率的かつ効果的な医療提供体制の確保と並び地域包括ケア

システムの構築を掲げ、市町村が主体となって取り組む地域支援事業の充実とあわせ、予防給付

（訪問介護・通所介護）を地域支援事業に移行することとなりました。

（関連する取り組み）第1号訪問事業生活援助型

◇成年後見制度の利用の促進に関する法律の制定

認知症、知的障害その他の精神上の障害があることにより財産の管理や日常生活に支障がある

人たちを社会全体で支えあうことが、高齢社会における喫緊の課題であり、かつ共生社会の実現

に資することであるが、成年後見制度はこれらの人たちを支える重要な手段であるにもかかわらず、

十分に利用されていないという状況がありました。

そこで、成年後見制度の利用の促進に関する法律が平成28年（2016年）5月に施行されました。

この法律では、国の責務等を明らかにし基本方針等を定めるとともに専門家会議等を設置すること

により、成年後見制度の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するとしています。

（関連する取り組み）第4期日野市地域福祉計画における「権利擁護センタ-日野」

の中核機関として位置づけ

◇障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）の施行

全ての国民が障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いなが

ら共生する社会の実現につなげることを目的として、障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る法律が平成28年（2016年）4月に施行されました。この法律で、差別解消のための措置として「不

当な差別的取扱いの禁止」及び「合理的配慮の提供」に関し、事業者が適切に対応することが定

められています。

なお、日野市では日野市障害者差別解消推進条例が令和2年（2020年）4月に施行され、「不当

な差別的取扱いの禁止」及び「合理的配慮の提供」について、市や事業者の責務が具体的に示さ

れています。

（関連する取り組み）障害者運動会、手話講習会、コミュニケーション支援事業
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◇住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律
（住宅セーフティネット法）の改正

高齢者等の住宅確保要配慮者は今後も増加する見込みであることや民間住宅の大家の中には、

住宅確保要配慮者の入居に拒否感を持つ人もいること等から、住宅確保要配慮者に対する賃貸

住宅の供給の促進に関する法律が、平成29年（2017年）4月に改正されました。

この法律は、主に①住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録制度、②登録住宅の改修や入居

者への経済的支援、③住宅確保要配慮者の入居支援、から成り立っています。なお、住宅確保要

配慮者の民間住宅への円滑な入居の促進等を図るために、地方公共団体、不動産関係団体等と

連携し、居住支援協議会を設立することができるとされており、日野市においては、既にこの居住

支援協議会が立ち上がっています。

（関連する取り組み）日野市居住支援協議会「あんしん住まいる日野」

２．計画策定の目的

地域共生社会の実現に向けて、平成29年（2017年）4月に社会福祉法が改正され、福祉分野に留ま

らず多様化する地域課題への対策として、「包括的な支援体制の整備」や「地域で活動する多様な担

い手の育成」等の動きが加速されました。

また、この法改正において市区町村が策定する「地域福祉計画」は、他の高齢者、障害者、子ども・子

育てといった対象ごとの福祉関連計画の「上位計画」として位置付けられました。

これを受け、日野市では令和元年度（2019年度）に策定された「第4期日野市地域福祉計画」と理念と

仕組みを共有し、具体的な取り組みとなる「第5次日野市地域福祉活動計画」を日野市社会福祉協議

会が策定し、地域福祉を進めるうえでの「車の両輪」として、課題を共有し、今後の日野市における地域

福祉活動を計画的に、連携・協力して推進していきます。

３．計画の策定体制

本計画の策定にあたり、市民の意見やニーズを把握し、また計画に反映できるよう福祉施設・団体、

民生児童委員、商工関係、学識経験者、行政機関など、地域の幅広い分野の団体や個人により構成

された策定委員会で協議・検討するほか、「日野市の地域福祉活動に関する意識調査」の実施、策定

委員会での最終案について「市民からの意見募集」を行うなど、市民参画で策定を行っています。

〇実施期間

日野市地域福祉活動に関する意識調査 令和2年（2020年）8月15日～令和2年（2020年）9月30日

最終案に対する市民からの意見募集 令和3年（2021年）2月8日～令和3年（2021年）2月22日
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福祉分野における上位計画
【日野市】

日野市地域福祉計画
（ともに支えあうプラン）

［東京都］

東京都地域福祉支援計画

［日野市における上位計画］

第5次日野市基本構想・基本計画(2020プラン)
ヘルスケア・ウェルネス戦略（日野市主要3戦略の1つ）
日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略
日野市ＳＤＧｓ未来都市計画

【日野市社会福祉協議会】

日野市地域福祉活動計画
(みんなでつくる豊かなまち日野）

日野市子ども・子育て支援事業計画
（新・ひのっ子すくすくプラン）

日野市住宅マスタープラン

日野市地域防災計画

日野市まちづくりマスタープラン

【関連する福祉分野以外の計画】

連 携

【福祉分野における計画・基本方針】

日野市高齢者福祉総合計画

「日野人げんき！」プラン

日野市子どもの貧困対策に関する基本方針

日野市在宅療養体制構築のための基本方針

日野市食育推進計画

日野市障害者保健福祉ひの６か年プラン

成年後見制度利用促進基本計画

連 携

整 合

「地域福祉計画」は、社会福祉法第 107 条の規定に基づき、市町村が行政計画として策定するも

のであり、「地域の助け合いによる福祉」を推進するために、人と人とのつながりを基本として「顔のみ

える関係づくり」、「ともに生きる社会づくり」を目指すための「理念」と「仕組み」をつくる計画です。

一方、 「地域福祉活動計画」は、社会福祉法第 109 条の規定に基づく民間組織である社会福祉

協議会が活動計画として策定するものであり、「すべての住民」、「地域で福祉活動を行う者」、「福祉

事業を経営する者」が相互に協力して、地域福祉の推進を図るための実践的な活動・行動計画です。

第5次日野市地域福祉活動計画は、第4期日野市地域福祉計画と連携して、市民主体の地域福祉

の推進に計画的に取り組んでいきます。

支 援

４．計画の位置づけ
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第1期日野市地域福祉計画より、日野市では地域福祉活動を実践していくための単位を「中学校区」と

位置づけ、「ふくし住区」として定め展開しています。日野市では、高齢者の暮らしを地域でサポートする

ための拠点となる「地域包括支援センター」や住民同士の交流を目的とする「地域懇談会」においても、

中学校区単位を参考に、設置・実施が進められています。

本計画においても日野市地域福祉計画で定める中学校区を「ふくし住区」として定義し、地域に分かり

やすく様々な市民活動や公共事業との協働を図っていきます。

また、取り組みの内容・活動に適した範囲を検討し、重層的な視点での事業展開に努めていきます。

第5次日野市地域福祉活動計画は、令和3年度（2021年度）から令和7年度（2025年度）までの5カ年

計画とします。第4期日野市地域福祉計画や関連計画との整合性を図り、連携して市民主体の地域福

祉の推進に計画的に取り組んでいきます。

令和2年度
（2020年度）

令和3年度
（2021年度）

令和4年度
（2022年度）

令和5年度
（2023年度）

令和6年度
（2024年度）

令和7年度
（2025年度）

第4期日野市地域福祉計画（日野市）

第5次日野市地域福祉活動計画（日野市社会福祉協議会）

地域福祉
活動計画
推進会議
（評価）

地域福祉
活動計画
推進会議
（評価）

地域福祉
活動計画
推進会議
（見直し）

地域福祉
活動計画
推進会議
（評価）

地域福祉
活動計画
推進会議
（評価）

次 期 策 定

第5期
福祉計画

次 期 策 定

第4次活動計画

策定委員会

５．計画の期間

６．計画におけるエリアの基本的な考え方
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第5次日野市地域福祉活動計画を
推進する上で想定される区域

日 野 市（1圏域）

日常生活圏域（４圏域）

市全域を対象とした総合的な取り組みの範囲

※日野市生活支援体制整備事業における第１層
第１層生活支援コーディネーターの配置

高齢者福祉総合計画での
取り組みが推進される範囲

※地域担当（地域福祉コーディネーター）の配置

民生児童委員協議会（5地区）

民生児童委員において
地域の情報を共有する範囲

中学校区（8地区）

地域包括支援センター（9ヵ所）

高齢者総合相談窓口の設置範囲

※日野市生活支援体制整備事業における第２層
第２層生活支援コーディネーターの配置

小学校区（1７地区）

自治会（238）

世帯数（90,870）

令和3年（2021年）1月1日現在

地域福祉計画で定めるふくし住区

※日野市の地域懇談会が実施される範囲

9

人口（187,027）

9



（１）日野市の人口・世帯の状況

第２章 日野市の現状

日野市の人口は令和3年（2021年）1月1日現在で、187,027人（外国人を含む）
となり、平成27年（2015年）1月1日現在の186,283人から微増してきており、今後
も同水準が維持されるとみられ、令和7年（2025年）には186,251人と推計されて
います。

日野市の高齢者人口は今後も増加していくと予想されています。65歳以上の
人口比率（高齢化率）は平成27年（2015年）には23.5％で、令和2年（2020年）に
は24.8％に増加し、今後ますます高くなり、令和22年（2040年）には30％を超え
る見込みです。
要支援・要介護認定者数は、高齢者の増加に伴って年々増加しており、平成
30年度（2018年度）末には9,030人となっています。
今後も後期高齢者が増加することに伴い、要支援・要介護認定者数も増加し
ていく見込みです。

合計特殊出生率は、平成13年（2003年）1.17から増加傾向が続き、平成28年
（2016年）1.49をピークにまた減少し、令和元年（2019年）は、1.30となっています。
東京都の1.15と比較すると高く、全国平均1.36より低い値で、この傾向は今後も
続くものとみられています。

外国人住民数は年々増加傾向にあり、平成27年（2015年）で2,561人、令和2年
（2020年）で3,343人となっています。（いずれも1月1日現在）

身体障害者手帳の保持者は、平成30年度末（2018年度末）5,664人で平成26
年度末と比べて、ほぼ横ばいで推移しています。知的障害者（愛の手帳保持者
数）は、平成30年度末（2018年度末）で1,295人となっており、微増傾向です。
また、精神障害者保健福祉手帳交付数は、平成30年度（2018年度）末で824
人、自立支援医療受給者証（精神通院）交付数は3,931人となり、いずれも増加
傾向がみられます。

平成30年（2018年）7月1日現在で、生活保護の世帯数は1,963世帯、人員は
2,530人であり、保護率は世帯単位で2.22％、人員として1.36％となっており、増
加傾向が顕著です。平成27年度（2015年度）より、「生活困窮者自立支援法」が
施行され、生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化が図られました。

（２）高齢化率の推計及び要支援・要介護認定者の状況

（３）合計特殊出生率

（４）外国人住民数

（５）障害者（児）の状況

（６）生活保護世帯の状況
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第３章 日野市地域福祉活動計画の考え方

１．基本理念

みんなでつくる豊かなまち 日野

～助けられたり助けたり～

★社会福祉協議会の役割
○福祉サービスによる「見守り・支援」
○社会資源とのコーディネートと
ネットワークづくり・開発
○地域貢献活動の相談・支援
〇地域福祉活動の推進・普及啓発

みんなでつくる豊かなまち日野
～助けられたり助けたり～

☆市民・地域の関わり
○介護予防や健康づくりへの参加
○ボランティア活動への参加・協力
○できる範囲で地域貢献（やりがい）
○地域情報収集・発信

☆市役所等公的機関の役割
○制度や市民サービスに基づく

直接的な支援やサービスの提供
○地域や団体、事業者等の活動が円滑

に行われるための環境整備

生活や暮らし
地域の課題

住民の話し合い/助け合い
公的サービスの利用

暮らしやすい
豊かなまち

住み慣れた地域で安心した暮らしを営んでいくために、住民みんなが地域
の主役として地域で起こる課題に対し主体的に関わりをもっていく「みんな
でつくる豊かなまち」を目指します。

子どもからお年寄りまで、障害があってもなくても、生活に支援を必要とする
人もそうでない人も、地域の中で自分のできる範囲で積極的に参加し、互
いに支え合い学び合える地域社会の構築を目指します。

11



◇ 視点３ ともにそだつ

■ 基本目標４ ともに学び、学びを生かすまちづくり

地域福祉への理解を深め、これからの地域を支える人材育成のため、福祉体験

講座や多様な研修の機会を通じて福祉教育の充実を図っていきます。

■ 基本目標５ 地域福祉活動を支える基盤づくり

地域福祉活動を推進するため福祉環境を整備するとともに、市民からの多様なニ

ーズに対応できる相談支援機関としての機能向上を図ります。

◇ 視点１ ともにみまもる

■ 基本目標１ いつまでも安心して暮らせるまちづくり

誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、生活の中での様々な課題を

解決していくための福祉サービスの充実を、地域の強みを活かしながら図ってい

きます。

また、市民の権利を守り、適切な福祉サービスが利用できるよう相談支援体制

づくりを進めていきます。

２．３つの視点と５つの基本目標

◇ 視点２ ともにつくる

■ 基本目標２ 地域で支え合うまちづくり

地域が抱える課題に対して、同じまちで暮らす人同士が協力して解決に向けた

支え合いが生まれるよう地域の交流や話し合いの場づくりの充実を図ります。

■ 基本目標３ 市民が主役のまちづくり

誰もがボランティア活動や地域に関わることを通じ、生きがいややりがいを見出し

市民一人ひとりが「地域の一員」として、ボランティア活動に加わるまちづくりを目指

します。

基本理念を実現するため、基本目標を定めます。
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第４章 第５次日野市地域福祉活動計画
における施策体系

まちの
すがた

地域で支え合い、誰もが安心してともに暮らせるまち
（第４期日野市地域福祉計画）

基 本
理 念

みんなでつくる豊かなまち日野～助けられたり助けたり～
（第５次日野市地域福祉活動計画）

1.いつまでも安心
して暮らせる
まちづくり

2.地域で
支え合う
まちづくり

3.市民が
主役の

まちづくり

施 策

３つの
視点

基 本
目 標

(4) (5)

地
域
の
た
す
け
あ
い
の
輪
づ
く
り
（
重
点
）

災
害
か
ら
い
の
ち
を
守
る
顔
の
見
え
る
関
係
形
成
（
重
点
）

(6)

多
様
か
つ
柔
軟
な
地
域
住
民
の
活
躍
の
場
づ
く
り

(7)

知
る
・
見
る
・
学
ぶ
の
機
会
づ
く
り

(8) (9)

福
祉
の
仕
事
の
魅
力
発
信
と
人
材
育
成
（
重
点
）

持
続
可
能
な
地
域
福
祉
活
動
の
た
め
の
環
境
整
備
（
重
点
）

重点事業
①地域における福祉の初期総合相談機能の強化
②福祉人材の確保・育成・定着策の強化
③災害時要配慮者の命を守るための対策を強化

ともにみまもる ともにつくる ともにそだつ

4.ともに学び、
学びを生かす
まちづくり

5.地域福祉
活動を支える
基盤づくり

(1) (2) (3)

多
様
な
地
域
生
活
を
支
え
続
け
る
仕
組
み
の
構
築
（
重
点
）

判
断
能
力
が
十
分
で
は
な
い
方
へ
の
支
援
の
充
実

生
活
困
窮
者
等
へ
の
支
援
の
充
実
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視点１ ともにみまもる

課 題 （＝問題を解決するためにやるべきこと）

地域の現状 （＝地域の抱える問題）

● 高齢者の半数以上が単身もしくは2人暮らし、かつ同居家族があっても約半数が日中
を1人で過ごしていることが多い傾向にあります。また、介護保険サービス以外で主
に受けている支援は「掃除・洗濯」、「配食」、「移動サービス」。ケアマネジャー
や地域包括支援センターが必要としている支援は「預貯金の管理や各種申請手続き」、
「病院内の付き添い」、「賃貸住宅への転居」や「サロン・老人クラブへの参加支
援」などで、必要な支援が複合的かつ多岐に渡っています。

●障害のある方の7割は「困ったことの相談先」が「父・母・その他家族」で、 5割弱
が将来の不安として「同居の家族がいなくなった時、1人で暮らせるか」を挙げてい
ます。市民調査でも、本人もしくは家族に「障害のある方」がいる153世帯が協力し
てほしいこととして、「災害時の避難、声掛け」102件（66.7％）、「安否確認や見守
りのための声掛け、挨拶」75件（49.0％）などを挙げています。

●当会事業の利用者は増加、協力者は減少の傾向です。市民調査ではボランティア活動
等に参加できない理由として「時間がないから」、「育児・介護などの家庭の
事情」に次ぎ、「きっかけがない」が3番目に挙がっています。

●支援を必要とする当事者だけでなく、その家族や支援者についても当事者への関わり
を一手に任されてしまうことによる孤立リスクがあります。

●新型コロナウイルス感染症拡大により、経済的な不安を感じる家庭が急増し、だれも
が生活困窮に陥る可能性があります。

●個々のライフスタイル・ライフステージにより多様化・複合化するニーズへの対応
●事業の協力者の確保
●当事者やその家族、支援者の孤立防止
●生活困窮者への支援策の周知

（１）多様な地域生活を支え続ける仕組みの構築

（２）判断能力が十分ではない方への支援の充実

（３）生活困窮者等への支援

基本目標

いつまでも安心して暮らせるまちづくり

施 策

第５章 計画に基づく事業展開
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基本目標１ いつまでも安心して暮らせるまちづくり

施策（１）多様な地域生活を支え続ける仕組みの構築（重点）

ファミリーサポートセンター、シルバー人材センター

ファミリーサポートセンターでは、手
助けが必要な方（依頼会員）と、手助
けができる方（提供会員）が、困った
ときはお互い様の気持ちで「助け合
う」会員組織として、保育援助、妊産
婦援助に加え、高齢者支援、家事支援
も行っています。また、シルバー人材
センターでも、様々な暮らしのお手伝
いを行っています。

高齢者見守り支援ネットワーク

市に登録したふれあい見守り推進員が高齢者へ玄関
先での挨拶（声かけ、およそ月に1回）やさりげな
い様子見（見守り、およそ週1回）を行っています。

これまでの社会福祉協議会における活動

①在宅高齢者ケアサービス事業
在宅での生活に支援を必要とするおおむね６５歳以上
の方（利用会員）に、市民の協力者（協力会員）が掃
除・洗濯・買い物などの家事援助や外出付き添いの活
動を行う会員制の事業。体操会や交流会などを通じ、
利用会員と協力会員の交流も行っています。

年度 2015 2016 2017 2018 2019

協力会員数 186 166 151 158 154

利用会員数 506 482 472 488 492

利用時間 10,446 10,793 10,095 8,775 8,726

利用件数 6,572 6,875 6,414 5,752 5,788

市民や地域等における活動・動き

ファミサポ提供会員による
保育園児のお迎え活動

シルバー人材センター
会員による除草作業
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②日野ハンディキャブ事業
公共交通機関での移動が困難となった高齢者や障害の
ある方などに福祉車両による移送サービスを提供して
います。ドア・トゥ・ドアで通院や買い物など様々な
生活の中で活用されています。
運転や乗降の介助は、市民の協力（運転協力者）を得
て運営しています。

③コミュニケーション支援（手話通訳者等派遣）事業

聴覚等の障害のため意思疎通を図ることに支障がある
方に対し、手話通訳者又は要約筆記者を派遣し、その
方の意思疎通の円滑化と日常生活及び社会生活の利便
の向上が図れるよう支援することを目的としています。

④日野市居住支援協議会相談支援等業務事業
「あんしん住まいる日野」

高齢、障害、低所得等の様々な理由で、民間賃貸住
宅への入居に関して不安のある方に対する住宅相談
窓口。転居後も安心した地域生活が送れるよう、関
係サービス等の情報提供を行っています。
<平成30年（2018年）6月7日事業開始>

ヘルパーと耳の聞こえない方の
意思疎通を支援する手話通訳者

年度 2015 2016 2017 2018 2019

運転協力者数 19 17 20 20 16

利用登録者数 289 348 368 391 377

利用件数 2,915 2,636 2,981 2,930 2,545

走行距離（ｋｍ） 29,225 25,614 29,942 30,757 24,531

年度 2015 2016 2017 2018 2019

手話通訳者数 14 16 13 12 15

利用者数 73 66 68 69 73

利用件数 241 239 325 407 466

派遣回数 320 312 346 459 643

年度 2015 2016 2017 2018 2019

相談件数 － － － 58 51

これまでの社会福祉協議会における活動
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１年目 ２～３年目 ４～５年目

協力者募集
（ケアサービス協力会
員、ハンディキャブ運

転協力者）

協力会員：145人
運転協力者：16人

協力会員：155人
運転協力者：17人

協力会員：165人
運転協力者：18人

新たなPR方法
PR方法を検討、
企画・作成

PR開始・継続

活動協力者説明会
の実施

説明会の開催方法
の検討（圏域ごとや
オンラインの導入）

4圏域で各1回以上開催

協力者への
アフターフォロー

協力者アンケートの
作成・実施

協力者アンケートの実施と
アフターフォロー内容の検討

（１）－１協力者募集とアフターフォローの推進

在宅高齢者ケアサービス事業や日野ハンディキャブ事業などで、活動の多様性を支えている
のが市民の協力者の方達です。これらの活動について、地域の様々な方達に気軽に知ってい
ただけるよう、講演会や動画など新たな方法も検討しながらPRに取り組みます。活動に関心
のある方達向けには、複数の事業担当者が連携して、日常生活圏域ごとに説明会を開催して
いきます。
また、すでに登録している協力者にアンケートを行い、活動する上でのアフターフォローを
行います。

（１）－３地域生活支援の相談支援体制の充実

担当する事業やエリアを越えて、職員による事例検討を進めていくことで、地域生活支援上
の相談支援体制の充実を図ります。

（１）－２日常生活圏域ごとの相談窓口による一体的な受付

市民が在宅サービス系の事業について相談がしやすいよう、在宅サービス係に日常生活圏域
ごとの相談員を配置し、相談を一体的に受け付けながら利用者支援にあたります。また、各
事業について持続可能な運営ができるよう関係機関と調整しながら検討していきます。

１年目 ２～３年目 ４～５年目

在宅高齢者ケアサービ
ス、高齢者食事宅配
サービス、第一号訪問

事業生活援助型

一体的な利用者支援の実施
事業運営についての検討

上記以外の
在宅サービス

相談窓口の一体化および事業運営についての検討

１年目 ２～３年目 ４～５年目

職員向け事例検討会
開催方法を検討
半年に１回以上を

目安に開催
半年に１回以上開催 継続

これからの社会福祉協議会の事業計画
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基本目標１ いつまでも安心して暮らせるまちづくり

市民後見人の活躍

これまでの社会福祉協議会における活動

市民や地域等における活動・動き

施策（２）判断能力が十分ではない方への支援の充実

①地域福祉権利擁護事業
認知症や知的障害、精神障害など判断能力の低下が
みられる方を対象として、福祉サービスの利用や日
常的金銭管理サービス等を通じて、利用者の生活を
支援しています。

年度 2015 2016 2017 2018 2019

相談・支援件数 1,511 1,695 1,952 2,100 2,417

契約者数 51 50 54 65 75

契約終了者数 5 15 12 10 13

生活支援員数 22 22 32 29 27

地域福祉権利擁護事業 利用実績

市民後見人養成講習を修了した人たちが、成年後見人
として活躍しています。
判断能力が十分ではなくても、地域で安心して生活で
きるよう、社会全体で支えあうために、市民後見人の
活躍が期待されています。

平成29年度（2017年度）市民後見人養成講習
を修了した皆さん

ある日の後見活動
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②成年後見制度利用支援
市民や家族からの相談を受けたり、講演会を行うことで、
必要な人が利用できたり、制度に対する市民の理解を深
めてきました。
また、専門職や関係機関との連携や、市民後見人養成・
後見監督業務も行っています。

年度 内容 参加者

2015
①ネットワーク会議の趣旨・後見人の役割
②事例検討（家族としての扶養・住まい問題）

49人

2016
①成年後見制度利用促進法で実務はどう変わるか？
②被後見人が交通事故等の被害・加害者になったら

106人

2017
①被後見人の意思決定支援
②任意後見制度の概要･現状･課題

78人

2018 ①利用促進基本計画における地域連携ネットワーク 35人

2019
①市民後見人の実践報告
②困難事例と地域連携～専門職後見人と地域包括の実践～

82人

〇成年後見制度関係機関ネットワーク会議 開催実績

これまでの社会福祉協議会における活動

〇成年後見制度等の相談対応実績

市民後見人から、定期的に報告を受けています。
（後見監督業務）

地域包括支援センターなどの関係機関と、弁護士・司法書士・社会福祉士・市民後見人
など、成年後見制度の関係者が一堂に会し、顔の見える関係づくりを深めてきました。

市民からの相談を受けるだけでな
く、地域包括支援センター等関係
機関からの協力依頼にも対応して
きました。
認知症や知的障害、精神障害の方で、ひとり暮らしや家族の協力が得られない方が増えて
おり、制度利用の必要性があるものの、本人がメリットを実感できないことや手続きに手
間がかかるなどの理由で、利用が進まない現状もあります。

年度 2015 2016 2017 2018 2019

相談・対応件数 248 254 250 122 186

【開催実績】
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（２）－１地域福祉権利擁護事業の強化

地域包括支援センター等関係機関への周知や連携と、専門員や生活支援員を確保することで、
当事業が必要な方にサービスを提供します。それによって、当事者の生活課題の解決につな
げます。

（２）－２成年後見制度の利用促進

身近な地域の相談窓口である中核機関として、関係機関や専門職との情報交換やネットワー
クを強化し、市民や家族に対して横断的な支援を行います。

（２）－３市民による当事者支援の充実

市民が、生活支援員や市民後見人として、当事者を直接支援し、活躍する機会を確保してい
きます。また、市民後見人に対して後見監督業務を行います。
市民後見人養成講習については、他機関でも実施していることから、社協が単独で開催する
かを検討し、必要に応じて実施します。

1年目 2～3年目 4～5年目

専門員の設置 3人 4人 4人

利用者(契約者)数 85人 93人 100人

1年目 2～3年目 4～5年目

利用支援 相談･申立手続き支援・親族後見人支援

関係機関ネット
ワーク会議

年１回以上開催

1年目 2～3年目 4～5年目

支援者の登録
生活支援員:25人 生活支援員:30人 生活支援員:35人

市民後見人:登録継続

市民後見人養成講習 検討・必要に応じ実施

これからの社会福祉協議会の事業計画

20



⑥日野市子どもの学習・生活支援事業
生活困窮者自立支援法に基づき日野市が実施し、「ほっと
も」の愛称で市内に4カ所設置しています。日野市社会福祉協
議会は、主に七生中学校と平山中学校の学区を受け持つ
「ほっとも南平」を運営し、市内で4番目の開設となりました。
＜平成29年（2017年）7月24日事業開始＞

2020年 4月 5月 6月 7月 8月 9月

総利用件数 71 183 97 64 119 91

日野事務所 49 150 75 40 84 57

高幡事務所 13 16 13 15 23 17

多摩療護園 2 7 3 1 2 0

夢ふうせん 5 5 2 4 4 11

フードバンク 2 4 4 4 6 6

内 訳(状況の重複を含む）

単 身 36 70 26 26 50 36

ひとり親 13 33 8 11 21 18

高齢者のみ 6 5 2 3 5 4

その他 16 62 36 20 47 30

⑤フードパントリー事業への協力
（食品の無償提供による支援活動）

経済的事情等により生活が困窮している世帯に、食料を無償
で提供するなかで、困りごとや悩みごとを適切な相談支援機
関等につなげる活動です。NPO法人フードバンクTAMAが実
施するフードパントリー事業を社会福祉協議会のほか市内の
3つの社会福祉法人が「食の提供場所」として協力していま
す。＜令和元年（2019年）11月1日事業開始＞

基本目標１ いつまでも安心して暮らせるまちづくり

施策（３）生活困窮者等への支援の充実

年度 2015 2016 2017 2018 2019

登録者 - - 8 11 13

小学生 - - 6 3 8

中学生 - - 2 7 5

実施日数 - - 63 91 89

これまでの社会福祉協議会における活動
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（３）－２生活福祉資金貸付事業等による生活支援

生活困窮者等への貸付制度の周知を行います。また、相談支援にあたり、日野市をはじめとす
る関係機関との連携を通して、必要な生活支援を行います。

（３）－３子どもの学習支援と居場所の支援

子どもの学習・生活等支援事業「ほっとも南平」の運営について、子どもの学習・生活支援
や居場所づくりを充実させていくことを目指します。支援にあたり、日野市をはじめ関係機
関との連携の強化を図っていきます。

引き続き、「NPO法人フードバンクTAMA」と協力し、フードパントリーを通じて「食」を
通じた支援活動を行っていきます。また、身近な地域での受け取りができるよう社会福祉法
人等と「食の提供場所」としての協力を進めていきます。

（３）－１「食」を通じた相談・生活支援への協力

１年目 ２～３年目 ４～５年目

事業の実施 相談支援、貸付及び償還業務を実施

関係機関との
連携

情報交換会の実施（年1回以上）

１年目 ２～３年目 ４～５年目

事業の周知方法 チラシ配架、ホームページ掲載、関係機関へ周知に努める

フードパントリー
拠点の増設

効果測定
提供箇所等の検討

日常生活圏域ごとに検証
必要に応じ「食の提供場所」の増設

１年目 ２～３年目 ４～５年目

事業の実施 子どもたちが安心して過ごせる居場所づくりと学習支援

関係機関との
連携

子どもや家庭の状況に合わせた適切な支援
子ども家庭支援センターや発達・教育支援センター、

児童館、小中学校等との連携強化

これからの社会福祉協議会の事業計画
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視点２ ともにつくる

課 題 （＝問題を解決するためにやるべきこと）

地域の現状 （＝地域の抱える問題）

●地域の中では環境や社会の変化により様々な生活上の困難が生まれています。その中
で日常生活や災害時の避難行動等において地域の支えを必要とする方も多くいます。
しかし、近年では地域のつながりが希薄化し、意識調査でも、「近所づきあいはな
い（12.4％）」、「挨拶をする程度（46.9％）」が過半数を占めています。
このように、住民のたすけあい活動が十分に機能していない地域もあります。

●意識調査では、「（ボランティア活動や地域活動に）参加してみたい」という声も
1割ありますが、現状では活躍の場や機会が限られており、活動の協力者も不足して
います。

●新型コロナウイルス感染症拡大をきっかけに、従来の対面・近接での交流が難しくな
り、既存の住民活動の在り方が問われています。

●生活上の困難を抱える住民が地域から孤立しないよう「地域のたすけあいの輪」
を形成していく必要があります。

●災害時の避難行動や避難所生活において、住民同士が力を合わせて助け合うため
に日頃からの「顔の見える関係形成」が重要です。

●誰かの役に立ちたい人が、自身の強みを生かし無理なく活動できるような「多様
かつ柔軟な活躍の場」が求められています。

●地域活動の担い手を発掘・育成するとともに、活動しやすい環境を整え、支援す
る必要があります。

（４）地域のたすけあいの輪づくり

（５）災害からいのちを守る顔の見える関係形成

（６）多様かつ柔軟な地域住民の活躍の場づくり

基本目標

地域で支え合う
まちづくり

市民が主役の
まちづくり

施 策
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地域で支え合うまちづくり

南平地区社会福祉協議会（通称：ぷらっと南平）

地区社会福祉協議会とは、地域に関わる様々な立場の人が集まり、地域住民が主体と
なって、地域課題について一緒に考える団体です。
ぷらっと南平では、南平地区23自治会懇談会の開催、地域活性化のイベントの企画、
福祉や防災の啓発講座、子どもの居場所支援、福祉施設の地域活動の協力、南平小学
校の避難所運営マニュアル作成の協力など幅広い活動に取り組んでいます。

南平23自治会懇談会 買い物お助けサービス
への協力

施策（４）地域のたすけあいの輪づくり（重点）

つながりの家「アムール」

アムールとは、子どもから高齢者までどんな方とも
繋がれる憩いの場所として出来たサロンです。普段
はお茶を飲んだりおしゃべりをしています。その他
にも、ひの筋体操を実施することで高齢者の身体を
動かす場になっていたり、近隣の大学と協力して、
地域の方との交流を目的としたイベントを開催する
など幅広い世代との交流の場になっています。

①地域活動支援事業 交流ひろばcafé（情報交換会）

地域で支えあいやサロン活動など、住民同士の
交流を中心に活動している皆さんを支援してい
ます。
支援だけでなく、年に２回「交流ひろばcafé」
を実施し、団体同士の交流のほか、さまざまな
情報提供の場として実施しています。

基本目標２

これまでの社会福祉協議会における活動

市民や地域等における活動・動き
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②地域介護予防活動支援事業

介護予防教室の実施

高齢者がいつまでも元気で過ごせるように市内
各所で介護予防教室を実施しています。
歌や体操を通じて身体を動かし活動的な生活を
継続して送ってもらうことを目的としています。

ひの健幸貯筋体操の普及
平成29年度（2017年度）から、「ひの健幸貯
筋体操」の普及を行っています。ひの健幸貯筋
体操は地域住民が自ら介護予防に取り組むため
の体操です。

③生活支援体制整備事業

平成30年（2018年）4月から第１層（市全域）
の生活支援コーディネーターの受託と協議体の
開催をしてきました。日野市内の様々な専門職
や市民とともに、「地域のつながり」を戻すに
はどうすれば良いか、孤独死の問題、福祉人材
が不足するなかどのように人材を確保するか、
など様々な課題について検討を進めてきました。

④介護予防・フレイル予防推進員

住民主体の地域づくりにつながる介護予防活動
を推進するために、リハビリネットワークと話
し合いをしてきました。
地域とのつながりがもちにくいリハビリ職の方
が、地域で自主的に行われているひの健幸貯筋
体操グループとつながり、体操指導が行える仕
組みを作っています。

地域にある社会資源
について市民を
交えての話し合い

年度 2015 2016 2017 2018 2019

回数 45 163 105 76 67

人数 730 3,581 2,106 1,553 1,411

年度 2015 2016 2017 2018 2019

実施団体数 - - 15 29 38

人数 - - 2,530 2,208 1,102

これまでの社会福祉協議会における活動
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（４）－１ぷらっと南平をはじめとする、住民主体の
地域の助け合いの活動の支援

（４）－２様々な分野の居場所づくりの支援

（４）－３ 住民による高齢者の生活支援の推進

第１層の生活支援コーディネーターによる日野市全域におけるネットワークづくりや高齢
者の生活支援の在り方を検討します。また、地域包括支援センターに設置された第２層生
活支援コーディネーターとともに、高齢者の生活支援を住民主体の助け合いを構築するた
めの地域の仕組みづくりや活動の支援を行っていきます。

１年目 ２～３年目 ４～５年目

南平地区社協
との協働

南平地区社協（ぷらっと南平）のさらなる活動の広がりを支援し、
様々な活動に、共に取り組む

南平以外の地域への
実情に合わせた展開

地域福祉活動の拠点
となるような団体や
場との関わりの推進

地区社協として
活動するための

働きかけ

地区社協に類する活
動について市内4つ
の日常生活圏域で実

施

１年目 ２～３年目 ４～５年目

サロン等の地域の住
民による福祉活動の

支援

地域ごとに状況
の整理

（コロナ禍での活動
の支援）

地域住民によるサロ
ンの立ち上げ、継続

支援

サロン以外の居場所
の在り方を検討

地域の実情に考慮
した地域ごとの
居場所づくり

交流広場カフェ
の実施

活動団体同士のつながりを支援
（特にコロナ禍での有効な方法を検討）

地域福祉活動助成金
の見直し

持続可能な助成の
在り方を検討

活動との関係性の維持継続
持続可能な助成等による活動支援

１年目 ２～３年目 ４～５年目

第1層協議体
の見直し

ネットワークづくり
の推進

第2層の活動と連携強化
助け合い活動の仕組みづくりなど必要な支

援

第2層協議体
との協働

第2層協議体運営
の継続支援

第2層協議体と地区社協の協力、連携

南平地区社協（ぷらっと南平）の継続支援を行うとともに、南平以外の地域での市民の活
動にも情報収集や関わりを深め、地域福祉活動の拠点の強化に努めていきます。

地域の活動の具体的な形として、サロン活動等の様々な居場所づくりと、コロナ禍での活
動も含め支援します。そのために助成金も持続可能なあり方を検討します。

これからの社会福祉協議会の事業計画
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（４）－５地域福祉コーディネーターの配置

（４）－４地域介護予防活動支援によるまちづくり

これからの社会福祉協議会の事業計画

個別支援

地域支援

◆日野市社会福祉協議会が目指す
地域福祉コーディネーターの役割

仕組みづくり
地域福祉

コーディネーター

地域支援の役割
・課題の発見
・地区社協の立ち上げ・支援
・サロンの立ち上げ・継続支援

仕組みづくりの役割
・通いの場づくり(ひの筋など)
・生活支援コーディネーター
との連携

・関係機関等とのネットワーク
づくり

個別支援の役割
・個別の相談・対応
・地域や専門機関へつなげる 4

個別支援により見えた
課題を地域で考える

地域でも対応が難しい
場合は市全体で考える

仕組みを地域に広げて
いく。連携していく。

地域をつなぎ、住民の活動を支援する専門職として、「地域福祉コーディネーター」を
日常生活圏域ごとの配置を進めます。介護保険制度で位置付けられる「生活支援コー
ディネーター」と連携を深め、多領域に亘る複合的な課題に対応するために関係機関と
協力体制を整えながら、福祉のまちづくりを推進してきます。

１～３年目 ４～５年目

地域福祉コーディ
ネーターの配置

地域を知り、住民や関係機関と連携して
細やかな地域支援の展開

市内4つの日常生活
圏域に地域福祉コー
ディネーターを配置、
地域支援を推進資質の向上

地域支援とともに「個別相談」への対応
コーディネーターの個別援助能力の向上

業務の可視化
専門家によるアドバイスを受け、

地域福祉コーディネーターの活動の内容の可視化

高齢者が元気に生活できるよう、地域支援の視点から介護予防のまちづくりを推進します。

１年目 ２～３年目 ４～５年目

介護予防教室の実施 介護予防教室の継続実施によるフレイル予防の推進

住民主体の通いの場
づくり

ひの健幸貯筋体操の普及と
通いやすい範囲にフレイル予防ができる場づくり

Zoom等を活用した
オンライン等による
活動の場づくり

Zoom等のオンラインを活用した体操の検討・実施

地域住民による介護
予防活動の支援

登録団体を増やし、住民に発信することで、介護予防を推進する。
活動団体の継続支援のため、団体同士のつながりづくりを行う
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地域で支え合うまちづくり

施策（５）災害からいのちを守る顔の見える関係形成（重点）

小学校地区防災会
身近な地域の防災や避難所運営について検
討するため、市内の複数の小学校圏域で
「防災会」が立ち上がり、住民・学校・行
政の協働で、定期的な会議や訓練を実施し
ています。
自分たちのまちを自分たちで守るため、
「避難所運営マニュアル」の作成をはじめ
とした、地域の特性に合わせた取り組みを
行っています。

自主防災組織

自治会等をもとに、地域住民が自主的な防
災活動を行う組織を「自主防災組織」と呼
びます。日野市では、令和2年（2020年）5
月現在で144もの自主防災組織が防災・減
災を目的とした活動を行っています。
災害発生時の主な任務は「情報連絡」、
「防火」、「救出救護」、「避難誘導」、
「給食給水」、「避難所運営」とされてい
ます。

豊田第一自主防災隊訓練の様子

八小防災会避難所運営訓練の様子

平成24年度（2012年度）に発足。学識経験者な
ど地域の有志が集まり、防災に関するネット
ワークの構築や災害ボランティアセンター運営
マニュアルの改訂について話し合いました。
その後、平成27年度（2015年度）より「日野市
民でつくる防災・減災シンポジウム」を毎年開
催しています。近年では「災害時要配慮者」に
焦点を当てたヒアリング活動やワークショップ
を行っています。

災害ボランティアセンター
立ち上げ訓練の様子

①みんなでつくる日野の防災プロジェクト

基本目標２

これまでの社会福祉協議会における活動

市民や地域等における活動・動き
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②日野市民でつくる防災・減災シンポジウム
平成27年（2015年）度より、毎年1回「市民によ
る」「市民のための」防災を考えるシンポジウムを
開催しています。回を重ねるごとに自主防災組織を
中心とした市民の実行委員が増え、参加者も広がり
を見せています。
令和2年（2020年）度は、新型コロナウイルス感染
症拡大の影響でオンライン開催となりました。

③イザ！カエルキャラバン！
市内の保育園や小学校を中心に、子ども向け防災
訓練「イザ！カエルキャラバン！」の開催支援を
行っています。
阪神淡路大震災をきっかけにNPO法人プラスアー
ツが開発したこの訓練は、大人も子どもも楽しみ
ながら学べる内容となっています。

④ DIG（災害図上訓練）HUG（避難所運営ゲーム）

小学校地区防災会や自治会単位の防災組織、小
中学校等からの依頼を受け、DIG（災害図上訓
練）やHUG（避難所運営ゲーム）の開催支援を
行っています。地図やカードを用いることで、災
害時のイメージがより具体的となり、今後の課題
について考えるきっかけとなります。

2019年度防災・減災シンポジウム

保育園にて「毛布たんか」を実施

七小防災会 HUGの訓練風景

年度 2015 2016 2017 2018 2019

事前セミナー 4 9 2 4 7

当日開催支援 8 10 7 9 11

年度 2015 2016 2017 2018 2019

DIG 1 4 3 3 7

HUG 2 10 8 8 5

マイタイムライン ー ー ー ー 4

【開催回数】

【開催回数】

【防災・減災シンポジウム】

これまでの社会福祉協議会における活動

年度 2015 2016 2017 2018 2019

参加人数 136 142 160 223 147

29



（５）－１災害ボランティアセンター運営の効率化

緊急時に災害ボランティアセンターが迅速に立ち上げられるよう、必要な備品やマニュ
アルを保管する「初動ボックス」の準備や運営マニュアルの見直し等に取り組みます。

１年目 ２～３年目 ４～５年目

初動ボックス・
初動マニュアルの作成 初動ボックス作成 初動マニュアル

作成
初動マニュアル

見直し

コロナ禍を踏まえた
運営方法の見直し 運営マニュアルの修正・オンライン受付の導入など

（５）－２災害時要配慮者への支援の拡大

災害時要配慮者の避難行動や避難所生活をより安全・安心なものにするため、要配慮者
やその家族を対象にしたワークショップの開催や防災に関する情報発信を行います。

１年目 ２～３年目 ４～５年目

災害時要配慮者に向けた
防災に関する情報発信

ワークショップ
の実施

オンラインやチラシを
活用した情報発信

（５）－３地域の防災教育の推進
「イザ！カエルキャラバン！」「DIG／HUG」「マイタイムライン」など防災に関する
講座を通して、市民に学びや交流の場を提供し、地域の防災力を高めていきます。

１年目 ２～３年目 ４～５年目

防災教育プログラム 防災教育プログラムの継続実施
プログラムの見直

し

大学生との連携
学生団体との
協定締結

防災プログラムの
企画・実施

防災プログラムの
実施・ふりかえり

（５）－４防災に関するネットワークの構築

災害発生時において、住民の生活を支える優先度の高い事業を迅速に復旧させるため、
予め行動指針を定めるBCP（事業継続計画）を作成します。

１年目 ２～３年目 ４～５年目

BCP（事業継続計画） BCP作成 BCP完成 BCP見直し･改定

（５）－５ＢＣＰ（事業継続計画）の作成

「みんなでつくる日野の防災プロジェクト」や「防災・減災シンポジウム」を活用する
ことで、住民や関係機関同士のネットワークを構築し、新たな取り組みにつなげます。

１年目 ２～３年目 ４～５年目

みんなでつくる
日野の防災プロジェクト

新規事業の企画・実施
新規事業の
ふりかえり

防災・減災シンポジウム
オンライン等の活用も視野に入れた
新しいシンポジウムの在り方を検討

新しい形態の
シンポジウム実施

これからの社会福祉協議会の事業計画
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市民が主役のまちづくり

施策（６）多様かつ柔軟な地域住民の活躍の場づくり

せせらぎ農園は、家庭から出る生ご
みを有効活用し、無農薬・無化学肥
料で野菜やハーブを育てる市民農園
です。この農園では、生活に困難を
抱える人も温かく受入れ、誰もが対
等で、役割を持って活動できる居場
所になっています。

切手整理ボランティア「マルスの会」・「水曜サロン」

ボランティアセンターで使用済み切手
整理の活動を行うボランティアサーク
ルです。活動後はみんなでお茶を飲み
ながらおしゃべりを楽しみます。
高齢の人も、障がいのある人も、外国
籍の人も、引きこもり経験のある人も、
誰でも気軽に参加し活躍できるボラン
ティア活動です。

せせらぎ農園

子ども食堂「おむすびキッチン」

「土日や夏休みに昼食を十分にとれて
いない子どもたちがいる」児童館職員
からそんな話を耳にした代表が、平成
30年（2018年）に立ち上げたのが「お
むすびキッチン」です。
食材提供は、「NPO法人フードバンク
TAMA」、調理場所は「障害者施設夢
ふうせん」、食事する場所は「あさひ
がおか児童館」と、子どもたちの「お
いしかったよ！」の声を励みに、地域
ぐるみで力を合わせて運営しています。
中央公民館でも実施されるなど活動の
輪は広がっています。

基本目標３

市民や地域等における活動・動き
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①日野市ボランティア・センターの運営

「ボランティア活動を通して誰かの役に立ちたい
人」と「誰かに手伝ってほしい人」をつなげる
コーディネート事業を行っています。
市民の皆さまが、自身の強みを生かして好きな分
野で活動できるよう、窓口相談員（市民によるボ
ランティア相談員）とともに、多彩な分野のボラ
ンティア情報の収集や発信を心掛けています。

②ポータルサイト「Hi Know!（ひのぅ）」の運営
日野市を知るためのポータルサイト「Hi Know!
（生涯学習支援システム）」で市内のイベン
ト情報やサークル情報などを発信し、生涯学
習やボランティア活動など市民の自主的な活
動を支援します。
また、市内の魅力的な人・物・お店などを取
材する「まち記者（市民記者）」の養成を行
い、市民の活躍の場づくりを行っています。

年１回開催「ボランティア交流会」

③ひの市民活動ネットワークとの連携
「NPO法人ひの市民活動ネットワーク」は、
日野市内で市民活動を行うボランティア・市
民活動団体によるネットワークです。
市民活動を担う新たな仲間を募るため、「ま
ちづくり市民フェア」や「まち活」を開催し、
市民活動の魅力を伝えています。
日野市社会福祉協議会も、各イベントの実行
委員に加わり、企画や運営のサポートを行っ
ています。

年度 2015 2016 2017 2018 2019

登録
者数

17 33 40 41 47

【まち記者登録者数】

まち記者講座

年度 2015 2016 2017 2018 2019

件数 254 276 275 273 299

【ボランティア依頼受付件数】

④まちづくり人プロジェクト委員会の運営
「まちづくり人プロジェクト委員会（ボラ
ンティアセンター運営委員会）」は、平成
30年（2018年）に約20人の市民委員ととも
に立ち上げました。市民が気軽に集うオー
プンな対話の場づくりや、当事者の想いや
声の発信を通して、市民一人一人が自由に
楽しみながら「まちづくり人」として活躍
する社会、多様な人々が共生する社会を目
指しています。

まち活の様子

これまでの社会福祉協議会における活動
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⑤多摩地区の大学と地域によるネットワーク（ボラネット多摩）

近隣に大学が点在する日野市において
は、「大学生」も地域を支える貴重な
人材です。
日野市社会福祉協議会は、中央大学・
明星大学・東京都立大学・実践女子大
学・法政大学の５大学および日野市役
所とともに「多摩地区の大学と地域に
よるネットワーク（ボラネット多
摩）」を形成し、大学生によるボラン
ティア活動をサポートする事業を行っ
ています。

⑦日野市内社会福祉法人ネットワーク

社会福祉法改正により責務とされた「地域におけ
る公益的な取り組み」を、より効果的に活動する
ため、「日野市内社会福祉法人ネットワーク」を
平成30年（2018年）2月に立ち上げました。
これまでに「社会福祉法人活用ガイドブックの作
成」のほか、防災・減災シンポジウムの共催、買
い物お助けサービス、フードパントリーへの協力
を行ってきました。

⑥オンライン講座の開催 令和2年（2020年）新型コロナウイルス感染症拡
大をきっかけに7月から「オンライン（Zoomや
YouTube）」を活用した講座の開催を始めたとこ
ろ、市内外からたくさんの参加がありました。

【Zoomを活用した講座】
▶オンラインおためし講座
▶おうちで、ひの健幸貯筋体操♪
▶サロン運営者情報交換会
▶防災王決定戦！！
▶障がいってなんだろう？
▶ Zoomで暑中見舞い
▶コロナに負けない！ストレスコーピング講座
▶オランダから生中継！アートセラピー講座
▶楽しくつくろう！新聞紙エコバッグ

【YouTubeを活用した講座】
▶防災・減災オンラインフォーラム

オンラインおためし講座

オランダから生中継！
アートセラピー講座

年度 2015 2016 2017 2018 2019

内容
イオンモール多摩平の森で大学生

ボランティア活動報告会＆イベントを実施

2020年 7月 8月 9月

参加者数 61 119 68

累計参加者数 76 207 88

これまでの社会福祉協議会における活動
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（６）－１潜在的なボランティアの発掘・育成

１年目 ２～３年目 ４～５年目

広報活動の強化
Facebookでの情報発信強化
LINE公式アカウントの活用

ホームページの
レイアウト編集

地域担当との連携 地域担当との情報共有・ボランティアコーディネート時の連携

養成講座の開催
新たな養成講座の企画・実施

（スマホボランティア養成講座など）
新たな養成講座の

ふりかえり

オンラインの活用 ZoomやYouTubeなどオンラインを活用した講座や説明会の開催

（６）－２市民と連携したまちづくりの推進
ポータルサイト「Hi Know!」の活用や「ひの市民活動ネットワーク」「まちづくり人プロジェクト
委員会」との連携を通して、既存の市民団体を支援するとともに、新しく地域で活動を始めたい人
を後押しすることにより、市民活動の強化およびまちづくりの推進を目指します。

１～２年目 ３～４年目 ４～５年目

Hi Know！
の質の向上

Hi Know！の広報活動強化
まち記者の増員・活動の活発化

ひの市民活動ネット
ワークとの連携

「まちづくり市民フェア」「まち活」の開催協力および連携強化

まちづくり人
プロジェクト

新規事業の
企画・実施

事業のふりかえり
新たな

事業展開の検討

（６）－３多様な活躍の場の提供

１年目 ２～３年目 ４～５年目

夏の体験
ボランティア

コロナ禍を考慮した受入方法
やプログラムの見直し

受入施設・
参加者の拡大

若者を対象とした
ボランティアプログラ

ムの企画・実施

大学生や大学ボランティアセンターと連携
したボランティアプログラムの企画・実施

プログラムの
ふりかえり

広報紙やホームページ、ＳＮＳを活用した積極的な情報発信を通してボランティア活動の普及を目
指します。また、地域担当との連携・養成講座の開催・オンラインの活用によりボランティアの間
口を広げることで、新たな人材発掘につなげます。

市内の小・中・高校やボラネット多摩（中央大学・明星大学・都立大学・実践女子大学・法政大
学）と連携し、若い世代による地域でのボランティア活動の推進を図ります。

（６）－４日野市内社会福祉法人の連携による地域貢献

法人（施設）間の連携を深め、日野市内社会福祉法人ネットワークで行ってきた「福祉人材の
育成・確保」や「防災減災活動」、「生活困窮者支援活動」等の取り組みを推進します。

１年目 ２～３年目 ４～５年目

幹事会の実施 年3～4回実施

連携した地域公益
活動の実施

福祉のしごと相談会・防災活動の実施・フードパントリーへの協力

福祉人材育成プログ
ラムの検討・実施

プログラムの
実施協力

継続・評価

法人（施設）間の連携を深め、これまで行ってきた「福祉人材の育成」や「防災減災活動」、「生
活困窮者支援活動」等の取り組みを進めていきます。

これからの社会福祉協議会の事業計画
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ともにそだつ

●インターネットやＳＮＳなどコミュニケーションツールが発達し、誰でもいつで
もどこでも様々な情報が手に入れることができる一方、身近な地域で起きている
ことに関心を持つ人は減少しています。

●高齢者や障害のある方などの地域生活や災害時のたすけあいなど、「地域で支え
てほしい、地域のつながり」を期待する声が高まる一方、高齢化等の問題により
自治会などの担い手不足が深刻化しています。

●昨今の超高齢化は、福祉業界の人材不足のみならずあらゆる業界に影響を与えて
いますが、このまま福祉人材の不足が続いていくと、将来充分な福祉サービスを
受けることができなくなると考えられています。

（７）知る・見る・学ぶの機会づくり

（８）福祉の仕事の魅力発信と人材育成

（９）持続可能な地域福祉活動の環境の整備

基本目標

施 策

ともに学び、
学びを生かすまち

づくり

地域福祉活動を
支える基盤づくり

地域の現状 （＝地域の抱える問題）

課 題 （＝問題を解決するためにやるべきこと）

●身近な地域で起きていることへの関心の低下や情報を目にする機会も少なく、住
民の関心（意識啓発・情報提供）を高めることが求められています。

●介護・障害・保育など福祉業界での共通課題は深刻な人材不足で、偏った福祉現
場のイメージが浸透していることが大きな要因として挙げられます。福祉の仕事
の魅力ややりがいを知ってもらうことが必要と考えます。

●人材不足により、未経験や無資格の職員が多く採用され、採用後に人材育成・資
格取得を支援する体制の充実が重要となっています。

視点３
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基本目標４ ともに学び、学びを生かすまちづくり

施策（７） 知る・見る・学ぶの機会づくり

ＮＰＯ法人ひの市民活動ネット
ワークが主催する「まち活」では、
ボランティア団体や市民活動団体、
ＮＰＯ法人等による活動報告等を
通じて、地域の交流の場づくりを
行っています。
福祉・環境・子育て・まちづくり
など様々な活動を紹介することで
これまで関心のなかった方の地域
デビューのきっかけづくりとして
います。

フードバンクとは、個人・企業等から何らか
の事情で販売できなくなったり不要となった
りした「安全な食品」をお預かりし、必要と
している施設や団体、困窮世帯に無償で提供
する活動です。
ＮＰＯ法人フードバンクＴＡＭＡでは、「子
どもの貧困」などフードバンク活動が必要と
される社会問題等についてのシンポジウムを
開催して、広く地域住民に意識啓発・情報提
供を行っています。

市民や地域等における活動・動き

ＮＰＯ法人ひの市民活動ネットワーク「まち活」

ＮＰＯ法人フードバンクＴＡＭＡシンポジウム
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②福祉体験講座の実施

①地域共生社会を考えるシンポジウム

③手話講習会の開催

「地域共生社会の実現」に向けて、福
祉制度の改革が進められています。日
野市社会福祉協議会では日野市内社会
福祉法人ネットワークと共催で「地域
共生社会を考えるシンポジウム」を開
催しています。
地域の福祉課題やその解消に向けた取
り組みなどを地域の方々とともに考え
る機会づくりとして行っています。

福祉の視点を育むことを目的に、小中学生
向けに高齢者疑似体験や当事者による講話
などの「福祉体験講座」を実施しています。
講座の実施にあたり、地域に住む障害当事
者や福祉施設、住民に協力をお願いするな
ど、地域がつながるきっかけづくりも行っ
ています。

手話言語の普及、手話通訳者の養成のため
手話講習会を開催しています。障害者差別
解消法の施行により、障害者への合理的配
慮や情報保障が位置づけられ、手話通訳が
必要とされる機会が大幅に増加しました。
手話通訳者の養成が急務となっています。

フードバンク活動等を通じた
「食が結ぶ子どもの支援」を
テーマとしたシンポジウム

年度 2015 2016 2017 2018 2019

修了者数 128 122 100 107 102

手話通訳者
試験合格者数

2 0 2 2 5
手話講習会開講式

これまでの社会福祉協議会における活動

年度 回数 受講者数

2015 10 456

2016 10 873

2017 14 1357

2018 19 1644

2019 23 2770

福祉体験講座（白杖体験）
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（７）－３ 福祉体験講座等による福祉教育の推進

（７）－１「地域」や「福祉」を知る機会の充実

地域・福祉分野におけるシンポジウムや講演会等を通じた情報発信に努め、地域課題を共
有する機会づくり・情報交換を行い、住民の地域への関心を高められよう取り組みます。

（７）－２多様な広報媒体の強みを生かした情報発信
これまで行ってきた広報紙やＩＣＴ（ホームぺージやＳＮＳ）、口コミなど、それぞれの
広報媒体を見直し、それぞれ特性・強みを生かし効率よく情報提供を図ります。

福祉団体等と協力し、「福祉体験講座」「手話講習会」などを開催し、地域ぐるみで「福
祉教育」の推進を図ります。ガイドブックやＩＣＴなどを活用し講座受講生以外でも、福
祉が学べる仕組みづくりを検討します。また、社会福祉士等を目指す学生へ実習指導を行
い、これからの福祉を支える人材の育成を図ります。

１年目 ２～３年目 ４～５年目

地域共生社会を考え
るシンポジウムや
福祉に関する講演会

年1～2回開催

福祉資格取得相談 開始（随時） 継続 継続

１年目 ２～３年目 ４～５年目

広報紙の発行 年3回以上発行

ホームぺージ リニューアル 定期的な更新

ＳＮＳ 活用方法を検討 実施 継続

１年目 ２～３年目 ４～５年目

福祉体験講座

小中学生向け講座
実施・継続

継続 継続

社会人向け講座
プログラム開発

実施 継続

福祉教育
ガイドブック

検討・発行
福祉体験講座
での活用

継続・拡大

手話講習会
全国手話通訳者統一試験合格者：年1人以上

コロナ対策のため実施方法の検討 継続

実習指導 年4人程度

これからの社会福祉協議会の事業計画
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基本目標５

施策（８）福祉の仕事の魅力発信と人材育成（重点）

地域福祉活動を支える基盤づくり

日野市内の特別養護老人ホーム職員有志により構成
された特養介護部会では、職員の相互交換研修や一
斉テスト、独自研修、介護何でもトーク交流会など
を企画実施し、職員の育成就労定着を図っています。

日野市通所分科会（日野市在宅事業者協議会）では、
介護・福祉の資格の取り方、仕事相談や紹介が気軽に
相談出来る場を独自に設ける活動をしています。
今後は、介護・福祉の仕事に関心がある方などの質問
に直接お答えできるよう「オンライン面接」等を導入
し「新しい生活様式」に対応した「介護・福祉人材の
確保」における活動の展開を検討しています。

平成28年（2016年）4月に施行された介護保険法
により予防給付における訪問・通所サービスは、
市区町村単位で地域性に応じた取り組みを展開す
る地域支援事業へと移行されました。生活援助型
の訪問サービス提供者等の要件が緩和され、無資
格の人でも一定の知識・技術があれば活動ができ
るようになりました。
日野市では、広く住民に生活援助型スタッフへ参
加していただけるよう、研修・仕事説明会等を
行っています。

日野市内特養介護部会による
職員の相互交換研修

日野市通所分科会
デイサービス・デイケア仕事相談会

日野市生活援助型スタッフ研修

市民や地域等における活動・動き
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①福祉のしごと相談会

②介護人材育成研修

③社会福祉士等養成のための実習生の受入指導

東京都福祉人材センターやハローワーク八
王子と共催で、「福祉のしごと相談会」を
実施しています。
求職者へ市内の高齢・障害・保育事業者へ
就労支援を行い、福祉人材の確保の機会と
して展開しています。

大学などで社会福祉士等の資格取得目指
す学生に実習指導を行っています。
実習指導者によるプログラム作成、報告
会を実施、福祉人材の育成のための「現
場の声」「実践の場」を感じる機会を提
供しています。

介護実技研修

年度 2015 2016 2017 2018 2019

来場者数 59 44 36 33 59

出展者数 11 13 14 16 14

採用者数 2 5 3 9 2

年度 2015 2016 2017 2018 2019

施設職員
向け研修

5 5 5 5 5

ケアマネ
向け研修

3 3 3 3 4

ヘルパー
向け研修

5 5 5 4 3

経営管理者
向け研修

0 0 0 2 2

実習生による報告会

これまでの社会福祉協議会における活動

介護保険事業所など福祉施設で働く職員のス
キルアップや就労定着のため、介護実技やケ
アプランをはじめとする研修会を開催してい
ます。
施設職員やヘルパー、ケアマネジャーなど、
職種や階層に応じた研修内容となっています。
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（８）－１福祉事業者への就労支援の促進
ハローワーク八王子や東京都福祉人材センターと「福祉のしごと相談会」を開催し、福祉
事業者と求職者とのマッチングの機会をつくり、福祉人材（高齢・障害・保育）の確保を
促進します。

（８）－２福祉従事者育成のための研修・講座の実施

市内の福祉事業所で働く職員の就労定着とスキルアップのため、職種別の研修会を年間を
通じて開催します。

（８）－３福祉の仕事の情報発信

（８）－４切れ目のない人材育成のための体制づくり

これからの福祉・介護を支える人材確保のため、若年層への働きかけ、他業種（無資
格・未経験）からの転職などがしやすい環境づくりを図るため福祉の仕事の魅力を伝え
る情報の発信に努めます。

福祉教育から福祉資格取得や就労支援まで、キャリアや希望に応じた人材育成プログラ
ムの相談が受けられる体制づくりを図ります。

１年目 ２～３年目 ４～５年目

福祉のしごと相談会

年2回開催 年2回開催 年2回開催

他の福祉団体と
共同企画の検討

実施 見直し

１年目 ２～３年目 ４～５年目

経営・管理者向け研修 年2回程度

ケアマネ向け研修 年4回程度

ヘルパー向け研修 年3回程度

施設職員向け研修 年5回程度

障害福祉サービス
従事者向け研修

年10回程度

１年目 ２～３年目 ４～５年目

福祉従事者からの
業務内容や魅力の

情報発信

社協ホームページ
や広報紙等の活用

継続 継続

１年目 ２～３年目 ４～５年目

体制づくりの
ための連携会議
（情報交換）

日野市福祉人材
連携連絡会議
年1～2回程度

継続 継続

社協内での
連携・調整

継続 見直し

これからの社会福祉協議会の事業計画
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基本目標５

施策（９）持続可能な地域福祉活動の環境整備（重点）

市民や地域等における活動・動き

地域福祉活動を支える基盤づくり

赤い羽根共同募金運動では、青少年の健全育成や
福祉教育の位置づけとしてキッズサポーター制度
を導入し、児童や生徒による街頭募金活動に積極
的に取り組んでいます。
日野市でも日野市少年軟式野球連盟をはじめ市立
中学校の生徒会やボランティア部による街頭募金
活動を実施しています。こうした街頭募金活動に
よる募金は、日野市内の年間募金額の約30％にも
及んでいます。

募金ボタンがついていたり、商品を買うことで寄附す
る仕組みの社会貢献型自動販売機の設置が進められて
います。誰でも気軽にできる社会貢献活動として、ま
た企業のＣＳＲ推進の一環として、福祉活動の継続的
な財源確保の面で注目されています。

多くの障害者施設では運営の理念を掲げております
が、多くの場合、理念の実現を目指すことに難しさ
を感じているのが実情です。
それを日常の言葉で表現し、誰もが口ずさめるよう
プロの音楽家に作曲をお願いしました。「さび」の
部分をそれぞれの施設名で歌えるよう工夫したほか
楽しみながら「障害（者）への理解」が深められよ
う地域のイベントなどで住民に親しんでもらえる楽
曲としています。
この楽曲は、クラウドファンディングで資金を集め
CD化が実現しました。

街頭募金活動への協力（福祉教育）

社会貢献型自動販売機の設置

クラウドファンディング等を活用した
障害者施設応援歌「みんな大事な仲間たち」の作成
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①歳末たすけあいバザー開催

②地域福祉活動団体への助成金交付

③地域福祉活動に必要な機材・物品の貸し出し

歳末たすけあい運動の普及・啓発のため、
日野市民生児童委員協議会と日野市赤十字
奉仕団と共催で歳末たすけあいバザーを開
催しています。当日の収益金は全額歳末た
すけあい募金として、市内の地域福祉活動
の財源として活用しています。

社会福祉協議会の会費や共同募金（赤い羽根
共同募金、歳末たすけあい募金）などの寄附
金を財源として各種助成金の交付を行い、地
域で行う福祉活動の支援を行っています。
サロン活動や外出活動支援補助、赤い羽根地
域配分（福祉事業者支援）、歳末たすけあい
地域福祉活動助成（福祉・ボランティア団体
助成）など、対象・目的に応じて交付してい
ます。

地域が行う交流・つながりを促進するた
め、社会福祉協議会の団体会員を対象に
ポップコーン機や綿菓子機、調理器具な
ど祭りや福祉施設等の季節行事で必要な
物品機材の貸し出しを行っています。

多摩療護園（赤い羽根募金地域配分を活用し
利用者の和太鼓修繕費用を助成）

これまでの社会福祉協議会における活動

年度 バザー売上

2015 1,368,610円

2016 1,425,922円

2017 1,355,936円

2018 1,207,380円

2019 1,275,171円
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（９）－１地域福祉活動を支援する助成の在り方の検討

寄附金や募金などを原資とした助成金について、目的や対象事業・内容などを見直し、利
用しやすく、また地域の理解（公平性・目的）が得られる支援方法の在り方を検討します。

（９）－２公的財源に頼らない財源確保の強化

経済の低迷や頻発する大規模災害、新型コロナウイルス感染症等の影響により公的財源の
確保が困難となるなか、持続可能な地域福祉活動を実施していくため、寄附や募金や収益
事業等の強化を図り、自主財源の確保の検討を図ります。

（９）－３多様なニーズに対応する相談体制の構築

多様化・複雑化する生活課題（介護や権利擁護、生活福祉資金等の貸付）やボランティア
やサロン活動等をはじめとする市民活動など地域の幅広いニーズ・相談に対し、適切な支
援が行うため、相談体制の見直しを図るとともに職員の資質向上に努めます。

１年目 ２～３年目 ４～５年目

社協会費による
サロン助成

新規：日常生活圏域ごとに新規１団体立ち上げ支援
を念頭に財源・募集・配分方法の段階的な見直し

東京都共同募金会日野
地区配分推せん委員会

委員会：年3回開催
配分先見学：年1回

歳末たすけあい
地域福祉活動助成

地区配分推せん委員による意見収集し
段階的には配分方法の見直し

高齢者・障害者団体
バス借上げ補助

財源・募集・配分方法の段階的な見直し

１年目 ２～３年目 ４～５年目

会員・寄附・募金
の増強

職員による積極的な協力の呼びかけ
ボランティアによる募金活動の実施・拡大

税額控除対象法人の申請
税額控除対象
法人の認証取得

継続 更新

福祉サービスにおける
料金体系の見直し

各事業
における料金体系
の見直し・検討

一部福祉事業
における利用者
負担の検討

評価・見直し

社会貢献型
自動販売機の設置

新規設置：年1台

１年目 ２～３年目 ４～５年目

組織・係体制の再編 検討

研修会の実施・参加
職員の研修参加

3回以上

これからの社会福祉協議会の事業計画
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① 第４期日野市地域福祉計画との連携・協働

日野市が策定する各種の福祉関連計画の「上位計画」に位置付けられる「第４期
日野市地域福祉計画」と理念や仕組み、課題を共有するなど、今後の日野市の地域福
祉活動を推進する上で「車の両輪」として連携・協働していきます。
計画の推進にあたり、各年度の進捗状況の管理や法改正などに対応し必要に応じた

見直しが図られるよう「地域福祉活動計画推進会議」を設置します。
また、本計画と日野市地域福祉計画との推進における両委員会・会議を合同で実施

するなど両計画の整合性を保ち、計画を推進していきます。

② ふくし住区や圏域単位での事業推進・継続

本計画では、第4次日野市地域福祉活動計画で行ってきた「事業の推進エリア」を
設定した相談支援体制」の一層の推進に取り組んでいきます。事業・サービスごとに
「推進エリア（市、圏域、ふくし住区、個別支援など）」を想定し、相互に連携する
ことで重層的な支援の充実を図っていきます。

第６章 計画の推進体制と進行管理

PDCAサイクルイメージ

Plan Do

CheckAction

計画に沿って
事業を実施

推進会議等
での確認評価

年度ごとに
目標・計画
を実施

評価を受け
計画変更や
事業見直し

１．計画の推進体制

本計画の進捗状況の管理・評価については、ＰＤＣＡサイクルを導入して日野市
地域福祉活動計画推進会議において、事業の進捗状況に応じて「報告・評価（提
言）」を図ることで、適宜、計画の変更や事業の見直しなど改善を図ります。

２．計画の進行管理
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地域福祉と社会福祉協議会について

地域福祉については、「地域福祉の推進」として、社会福祉法第4条に規定されている。
内容については以下のとおりとしている。

（社会福祉法第4条第1項）
「地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動行う者は、相
互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を
営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が与えられるように、地域福
祉の推進に努めなければならない。」

（社会福祉法第4条第2項）
「地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービスを必要とする地域住民及びその
世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又は要介
護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、保健医療、住まい、就労及び
教育に関する課題、福祉サービスを必要とする地域住民の地域社会からの孤立その他の福祉
サービスを必要とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保
される上での各般の課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活課題の解決に資す
る支援を行う関係機関との連携等によりその解決を図るよう特に留意するものとする。」

2000年（平成12年）に改正された『社会福祉法』で、社会福祉協議会は「地域福祉の推進を図
ることを目的とする団体」として位置づけられ、地域福祉推進の中核としての役割が法的に明確
化されました。（社会福祉法第109条）

「社会福祉法第109条」で定められる市区町村社会福祉協議会の役割

・社会福祉を目的とする事業の企画及び実施

・社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助

・社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成

・社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業

「新・社会福祉協議会基本要綱」における社会福祉協議会の活動原則

１．住民ニーズ基本の原則
調査等により、地域住民の要望、福祉課題の把握などに努め、住民のニーズに
基づく活動を進める。

２．住民活動主体の原則
住民の地域福祉への関心を高め、そこから生まれた自発的な参加による組織を
基盤として活動を進める。

３．民間性の原則
民間組織らしく、開拓性・即応性・柔軟性を活かした活動を進める。

４．公私協働の原則
社会福祉・保健・医療・教育の行政機関や民間団体などとの連携を図り、行政
と民間組織との協働による活動を進める。

５．専門性の原則
住民の福祉活動の組織化、ニーズ把握調査、地域福祉活動の計画づくりなど、
福祉の専門性を活かし、活動を進める。

１．地域福祉とは

２．社会福祉協議会とは

第７章 資 料 編
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■日野市の地域福祉活動に関する意識調査（報告）■

【調査期間】

令和２年（２０２０年）８月１５日～令和２年（２０２０年）９月３０日

【調査方法】

①無作為の個別ポスティング（２０００部）
②福祉施設利用者（家族）への配布（１３００部）
③WEBアンケート

【有効回収】

１１２０人

【配布協力施設】

（社福）夢ふうせん・（社福）すずかけの会・（社福）おおぞら・（社福）健生会
（社福）栄光会・（社福）清心福祉会・（社福）至誠学舎立川・（社福）のぎく会
子育てカフェモグモグ・アルファーラ百草教室 ほか

問1-1 性別

男性

26%

女性

71%

無回答

3%

問1-2 年代

8

9

217

117

132

179

313

61

3

無回答

80代以上

70代

60代

50代

40代

30代

20代

10代

問1-3 職業 問2 居住地域（日常生活圏域）

ひの

22%

とよだ

32%

たかはた

17%

ひらやま

29%

1

5

39

53

138

157

210

229

383

その他

学生

自営業（会社経営）

公務員

主婦、主夫

無回答

パート、アルバイト

無職

会社員

回答者は「女性」が
７割を占めました。

≪ 調査概要 ≫

47

【圏域区分】
（ひ の） 日野台・日野本町・日野・神明・栄町・新町

上田・万願寺・川辺堀之内・宮
（とよだ） 大坂上・多摩平・豊田・東豊田・旭が丘・富士町
（ひらやま）南平・東平山・平山・西平山
（たかはた）百草・落川・程久保・三沢・高幡・新井・石田
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問3 居住年数

28

108

110

183

195

502

1年未満

1年以上3年未満

3年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上20年未満

20年以上

問4 家族構成

28

159

256

628

親と子と孫

夫婦のみ

一人暮らし

親と子

問5 あなた、もしくは同居家族に次の人はいますか *

220

7

71

232

127

66

148

278

63

いずれもいない

その他

乳児（1歳未満）

幼児（未就学児）

小学生

中学生以上18歳未満

障害のある方

65歳以上の方

要支援・要介護の方

問6-1 日頃の近所付合い

親しく近所つきあい

をしている

14%

立ち話をす

る程度

27%

挨拶をする

程度

47%

近所つきあ

いはない

12%

14

15

18

20

24

36

40

72

その他

話や趣味が合う人がいないから

関わりたくないから

年代が違うから

引っ越ししてきて間もないから

必要性を感じないから

仕事、学校、育児などで忙しいから

知り合う機会がないから

問6-2 近所つきあいをしない理由 *

「20年以上」日野市に住み続けている人が502人（44.5％）と最も多く、「1年未
満」の人は28人（2.5％）でした。家族構成は「親と子」が約6割と多い一方で、
「親と子と孫」の三世代世帯は28人（2.6%）となっています。

「親しく近所つきあいをしている」人は14％にとどまり、「挨拶をする程度」
「立ち話をする程度」と回答する人が多数を占めました。「近所付き合いはな
い」と回答した人も12％いました。近所付き合いをしない理由としては「知り合
う機会が無いから」と答える人が最も多くなりました。
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18

26

42

60

65

139

142

157

160

173

259

303

383

413

462

無回答

友人関係

その他

近所づきあいのこと

家族関係

お住まいのこと

家族の介護

仕事のこと

特になし

防犯、治安

子育て

経済的なこと

老後の生活のこと

災害時のこと

健康や病気のこと

5

43

67

67

93

107

114

137

259

460

521

599

民生委員・児童委員

その他

ご近所の人

市役所などの行政機関

福祉職（社協、包括、ｹｱﾏﾈなど）

特になし

かかりつけの医師

親戚

子ども

親

友人・知人（近所の人を除く）

配偶者

問7 あなたの現在の悩みや不安に感じていることはありますか *

問8 悩みや不安の相談相手はどなたですか *

問9 困りごとや悩みを助けてくれる親族・友人がいますか *

20

35

93

190

291

349

756

その他

無回答

相談できる人はいない

いざという時に相談できる友人がいる

いざという時に相談できる家族・親族がいる

日頃から相談できる友人がいる

日頃から相談できる家族・親族がいる

「健康や病気のこと」「災害時
のこと」「老後の生活のこと」
「経済的なこと」「子育て」の
回答割合が高くなっています。

悩みや不安を抱えた時の主な
相談相手として「配偶者」
「友人・知人（近所の人を除
く）」「親」が多く挙げられ
ています。

49

「日頃から相談できる家族・
親族がいる」と答える人が多
い一方で、「相談できる人は
いない」と回答する人も93人
いました。
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問10 あなたやあなたの同居家族のために手伝ってほしいこと

安否確認や見守りのための声かけ・挨拶

協力してほしい

48%
協力してほしくない・

協力の必要はない

43%

無回答

9%

買い物・外出の付き添い（車での送迎を含む）

協力してほしくない・協

力の必要はない

78%

協力してほ

しい

12%

無回答

10%

食事の準備・片付け 掃除・洗濯

話し相手・相談相手

協力してほしくない・

協力の必要はない

82%

無回答

10%

協力してほしい

8%

協力してほしくない・協

力の必要はない

81%

無回答

10%

協力してほしい

9%

協力してほしくない・協

力の必要はない

70%

協力してほ

しい

19%

無回答

11%

育児・子どもの預かり

協力してほしくない・協

力の必要はない

61%

協力してほ

しい

21%

無回答

18%

災害時の避難・声かけ

協力してほしい

70%

協力してほしくな

い・協力の必要は

ない

22%

無回答

8%

「安否確認や見守りのための声かけ・挨
拶」は約５割、「災害時の避難・声か
け」は約７割の人が「協力してほしい」
と回答しています。その他の支援にも一
定の需要があるようです。
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問11 ボランティア活動や地域活動をしていますか

問11-1 行ったことのあるボランティア活動や地域活動は *

問11-2 ボランティア活動や地域活動を続けている理由 *

6

12

16

19

40

48

54

63

63

104

184

子ども食堂などの地域活動

無回答

学習支援ボランティア

災害支援ボランティア

保育園での保育ボランティア

高齢・障害福祉施設での介助ボランティア

福祉施設での介助等以外の活動

スポーツ・音楽など趣味を通じた活動

その他

ＰＴＡや学校行事、子ども会などの活動

自治会の活動

20

24

33

38

47

67

68

72

101

102

120

123

155

就職・進学で生かせるから

周りの人が続けているから

無回答

その他

通いやすい場所だから

適当な頻度だから

技術や経験を活かせるから

有意義な時間を過ごせるから

やりがいを持てるから

知識や情報が得られるから

身近な問題と感じるから

関心のある活動だから

多くの人と交流できるから

ボランティア活動
や地域活動を「し
たことがない」と
回答した人が男女
ともに６割近くに
のぼります。

活動を続ける理由として「多くの人と交流できるから」「関心のある活動だか
ら」「身近な問題と感じるから」「知識や情報が得られるから」「やりがいを持
てるから」が多く挙げられました。

活動したこと

がない

59.7%

活動したこ

とがある

22.9%

現在、活動を

している

12.3%

無回答5.1%
男性

活動したこ

とがない

60.３％

活動した

ことがある

28.4%

現在、活動

をしている

7.5%

無回答3.8%
女性

これまでに行った
ことがあるボラン
ティア・地域活動
は 自 治 会 活 動 が
もっとも多く、続
いてPTAや学校行事、
子ども会などの活
動となっています。
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問11-4 ボランティア・地域活動に参加したくない・できない理由 *

問11-3 今後、ボランティア活動や地域活動に参加してみたいですか

問12 地域の交流について、どんな課題があると思いますか *

参加してみ

たいができ

ない

48%
参加したく

ない

37%

参加してみ

たい

11%

無回答

4%

1
33

52
55

82
93
108

133
194

310

無回答

メリットを感じないから

経済的に難しいから

仲間がいないから

人づきあいが面倒だから

情報がないから

その他

きっかけがないから

育児・介護などの家庭の事情

時間がないから

25

68

72

96

110

115

159

166

266

418

自治会がない

高齢者や障害者の地域での居場所がない

その他

近隣トラブル（ゴミ屋敷、騒音等）

プライバシー意識が高く交流が持ちづらい

障害者と地域の人々との交流がない

無回答

子供と高齢者等の世代間の交流がない

近隣住民同士の交流がない

分からない

問13 地域の防災・防犯活動について、どんな課題があると思いますか *

51

84

94

106

108

137

174

210

347

380

その他

詐欺・悪徳商法の被害

空き家が増えていること

道路の段差や放置自転車など

無回答

不審者等に関する課題

災害時要配慮者に関する課題

防犯・治安に関する課題

防災・災害対策

分からない

活動に「参加してみたいができない」と
回答した人が約５割を占めています。

参加したくない・できない理由と
して「時間がないから」と答えた
人が最も多くなりました。

「わからない」と回答する人が
多数を占め、次いで「近隣住民
同士の交流がない」ことが課題
として挙げられました。

「わからない」と回答する人
が最も多く、次いで「防災・
災害対策」が地域の課題とし
て挙げられました。
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確認したこと

がある

80.9%

確認した

ことがない

12.9%

無回答

3.4%

あることを

知らない

2.9%

女性

確認したこと

がある74.7%

確認した

ことがない

15.7%

無回答

6.1%

あることを

知らない

3.4%

男性

問14 地域の住民について、どんな課題があるかと思いますか *

問15 地域の課題について手伝える／手伝いたい活動はありますか *

問16 「防災ハザードマップ」を確認したことがありますか

18

26

51

56

77

91

94

122

125

136

164

189

235

487

配偶者等からの暴力に関すること

その他

子ども、障害者、高齢者に対する虐待

失業者や生活困窮者に関すること

ひきこもりの人に関すること

福祉サービスの利用をしていない人の存在

障害者の地域生活に関すること

認知症高齢者に関すること

子育てに不安を抱えている人に関すること

無回答

地域で孤立してしまうことや孤立死など

防災・防犯に関すること

日中独居の高齢者・障害者に関すること

分からない

42

50

66

91

121

127

157

167

254

270

313

その他

高齢者や障害者などの介助以外のこと

高齢者や障害者などの介助のこと

買い物支援や付添いなど外出のお手伝い

子どもの預かりや保育活動

サロンなど仲間づくり（近所付き合い）

無回答

避難訓練や自主防災組織などの災害対策

登下校時の子どもの見守りなど防犯活動

地域の清掃や環境保護活動

手伝えることはない

「わからない」と回答する
人が最も多く、次いで「日
中独居の高齢者・障害者に
関すること」が課題として
挙げられました。

環境・防犯・防災分野
の活動に関して「手伝
える／手伝いたい」と
の回答が多くありまし
た。

防災ハザードマッ
プは「確認したこ
とがある」との回
答が男女ともに７
割以上にのぼりま
した。一方、「確
認したことがな
い」の回答も男女
とも1割近くとな
り、認知度に男女
間で大きな差はあ
りませんでした。

53



知っている

55.4%知らない

22.8%

無回答

21.9%

女性

問19 あなたが感じている災害時の課題は何ですか *

問18 お住まいの地区の「浸水時避難所」（水害時の避難所）を
知っていますか

問17 お住まいの地区の「震災時避難所」（地震時の避難所）を
知っていますか

25

89

107

112

140

147

158

187

232

238

271

397

778

無回答

ペット避難

避難所が分からない

介護や医療的ケアが必要な家族がいる

ご自身の健康上の不安

避難所まで行けない

家屋の耐震・老朽化

経済的なこと

浸水・土砂崩れの不安

その他

家具などの転倒対策

感染症対策

食料・水などの備蓄

震災時避難所に比べ、浸水
時避難所の認知度は男女と
もに下回っており、男性は
「知らない」と回答して人
が「知っている」と回答し
た人を上回っています。

災害時の課題として、
「食料・水などの備蓄」
「感染症対策」「家具な
どの転倒対策」と回答す
る人が多くなりました。

知っている

75.1%

知らない

22.8%

無回答

2.1%

女性

知っている

46.1%知らない

49.8%

無回答

4.1%

男性

知っている

62.8%

知らない

34.1%

無回答

3.1%

男性

「震災時避難所」の認知度
は、女性の方が高くなりま
すが、男女ともに7割近く
が「知っている」と回答し
ています。
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問21 あなたが知っている日野市社会福祉協議会の事業や取り組みは何ですか *

28

33

37

40

48

53

58

59

60

66

72

75

84

84

87

87

104

126

130

170

190

235

278

287

505

住宅相談「あんしん住まいる日野」

サロン活動の相談支援（助成）

コミュニケーション支援事業（手話通訳派遣）

子どもの学習・生活支援「ほっとも南平」

地域介護予防活動支援事業

小中学校などでの福祉体験講座の実施

権利擁護センター日野（地権・成年後見）

手話講習会（手話通訳者の養成）

ハンディキャブ事業

日野市役所売店の経営

災害ボランティアセンターの設置・運営

生活福祉資金貸付相談

福祉のしごと相談・面接会

高年齢者無料職業紹介しごとサポートひの

高齢者食事宅配サービス事業

車いすの貸し出し

中央福祉センターの運営

その他

在宅高齢者ケアサービス事業

無回答

歳末たすけあい募金運動（バザー）

赤い羽根共同募金運動

日野市ボランティア・センター

いずれも知らない

広報紙ひの社協だより

「広報紙ひの社協だより」「日野市ボランティア・センター」「赤い羽根共同募金」「歳末た
すけあい募金運動」は認知度が高く、「コミュニケーション支援事業（手話通訳派遣）」「サ
ロン活動の相談支援」「住宅相談あんしん住まいる日野」は認知度が低い結果となりました。
また、「いずれも知らない」という回答も多くありました。

問20 あなたは日野市社会福祉協議会を知っていましたか

名前と事業

をある程度

知っている

28%

名前は知ってい

るが事業は知ら

ない

36%

名前も事業も知

らない

26%

名前は知らないが一部の事

業を知っていた

4%

無回答

6%

「名前と事業をある程度知っ
ている」と答えた人は約３割
でした。「名前は知っている
が事業は知らない」「名前も
事業も知らない」との声も多
くあり、活動の周知が課題と
なっています。
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用語集

あ行 ＩＣＴ
「Information and Communication Technology」の略称で、「情報通信技術」
と訳す。メールやSNSなどの通信技術を使って、「人とヒト」や「人とイン
ターネット」がつながる技術のことを示す。

オンライン
スマホ（携帯）やパソコンなどの様々な機器を使ってインターネットやネット
ワークに接続すること、インターネットやネットワークに接続中であることを
示す。

か行 介護離職
家族などの介護を理由に、社員が会社を辞めること。近年、我が国では高齢者
人口の増加に伴い、要支援・要介護認定者数も増加し、団塊世代が70歳代に突
入することで、その人数はさらに増大することが見込まれる。

ガバナンス
「Governance」の訳語で「統治する、管理する」を意味する。ビジネスシーン
では「健全な企業経営を目指す、企業自身による管理体制」のことを指す。

居住支援協議会

「住宅確保要配慮者居住支援協議会」が正式名称で、住宅確保要配慮者（低所
得者、被災者、高齢者、障害者、子育て家庭など住宅確保に特に配慮が必要と
可想定される方々）の民間賃貸住宅等への円滑な入居を促進するため、地方公
共団体や不動産関係団体、居住支援団体（社会福祉法人やNPO）等が連携して
居住支援協議会を設立し、住宅確保要配慮者と民間賃貸住宅の賃貸人の双方に
対し、住宅情報の提供等の支援を実施している。

クラウドファンディング
「群衆（Crowd）」と「資金調達（Funding）」という言葉を組み合わせた造語
で、インターネットを通じて不特定多数の人に資金提供を呼びかけ、趣旨に賛
同した人から資金を集める方法。

合計特殊出生率
15歳から49歳までの女子の年齢別出生率を合計したも数値で、1人の女性が一
生の間に生む子ども数の平均を推計したものを指す。人口動態の出生の傾向を
みるときの主要な指標となっている。

合理的配慮

障害のある人が障害のない人と平等に人権を享受し行使できるよう、一人ひと
りの特徴や場面に応じて発生する障害や困難さを取り除くための個別の調整や
変更を促すもので、障害者差別解消法や改正障害者雇用促進法において、事業
者に対して「合理的配慮の提供義務」が課せられた。

子どもの学習・生活支援
事業

生活困窮者自立支援法に基づき、困難を抱えた生活困窮者等の子どもの社会的
自立を図ることを目的に、経済的事情や家庭的事情等を抱える子どもを対象に、
学習等の援助や生活習慣を身に付けるための支援を行う事業を指す。

さ行 ＣＳＲ

「Corporate Social Responsibility」の略称で、「企業の社会的責任」と訳
す。企業が自社の利益のみを追求するだけではなく、すべてのステークホル
ダー（消費者や投資家に加え社会全体などの利害関係者）を視野に経済・環
境・社会など幅広い分野において社会全体のニーズの変化をとらえ、企業の競
争力強化や持続的発展とともに「より良い社会づくり」を図る自発的な取り組
みのこと。

市民後見人
一般市民が一定の養成を受け、認知症高齢者や知的障害者、精神障害者など判
断能力が不十分な方の成年後見人等として家庭裁判所から選任される者。

社会福祉士

「社会福祉士及び介護福祉士法」に基づく名称独占の国家資格で、専門的知識
や技術を有し、身体・精神上の障害や環境上の理由により日常生活を営むのに
支障がある人の福祉に関する相談に応じ、助言、指導、福祉サービスを提供す
る専門職。

社会福祉法人
社会福祉法に定められた「社会福祉事業を行うことを目的として設立される法
人」で、地域社会において各種の社会福祉サービスを提供し、地域福祉の充
実・発展を使命とする公益性の高い民間の組織のこと。

税額控除

寄附者に対する税制優遇制度の一つ。税率の高い高所得者が寄附した場合に減
税効果が大きくなる「所得控除制度」と比べ、「税額控除制度」は税率に関係
なく税額から税額控除額を直接差し引くため、小口の寄附にも減税効果が大き
くなる税制優遇制度のこと。
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さ行
生活支援

コーディネーター

生活支援サービスの充実および高齢者の社会参加に向けて、ボランティア等の
生活支援・介護 予防の担い手の養成・発掘などを行うとともに地域資源の開
発や地域のニーズ把握などを行う人のこと。

生活支援体制整備事業

企業や団体、ボランティア、住民など地域の多様な主体が連携し、地域におけ
る支援の担い手の発掘やサービスの開発を行い、高齢者等の社会参加および生
活支援・介護予防の充実を図るため、市全域（第1層）及び地域包括支援セン
ター（第2層）毎に生活支援コーディネーターの配置や協議体の設置を行う事
業のこと。

生活福祉資金貸付事業

低所得者や高齢者、障害者の生活を経済的に支えることを目的とし、都道府県
社会福祉協議会を実施主体とし、市区町村社会福祉協議会が窓口となる貸付制
度のこと。資金の種類として、総合支援資金、福祉資金、教育支援資金、不動
産担保型生活資金などがある。

成年後見制度
認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力が不十分な人に代わって第
三者（後見人）が法律行為を行うことで本人を保護し支援する制度。

た行 ダブルケア
「介護」と「子育て」など、家族や親族などの複数のケアを同時期に発生する
状態のこと。それを担う人たちを「ダブルケアラー」と呼び、現在、晩婚化や
高齢出産などの理由により増加傾向にある。

地域福祉権利擁護事業

認知症高齢者や知的障害者、精神障害者など判断能力が十分でない方を対象に、
利用者との契約に基づき、福祉サービス利用援助をはじめ日常的な金銭管理
サービス、重要書類の預かり等の支援を区市町村社会福祉協議会等で実施して
いる。

地域包括ケアシステム
それぞれの地域の実情に合った医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的
に提供される仕組みを構築し、要介護状態となっても住み慣れた地域で自分ら
しい生活を最後まで続けられるように地域内で支え合う体制のこと。

地域包括支援センター
社会福祉士や主任ケアマネジャー、保健師等などの専門職が配置された高齢者
総合相談窓口で、介護サービスや福祉サービス・権利擁護・高齢者虐待等など
の相談を受けている。

な行 日常生活圏域

市町村介護保険計画において、地理的条件・人口・交通事情などを勘案して定
められた区域のことで、概ね30分以内に必要なサービスが提供される区域とし
ている。日野市では、「ひの」・「とよだ」・「たかはた」・「ひらやま」の
4つの日常生活圏域を設定している。

は行 ８０５０問題
ひきこもりが長期化することによって、80代の親と50代のひきこもる子が同居
する世帯が、高齢の親の年金などの収入で生活する状況が増える社会問題。

ＢＣＰ
「Business Continuity Planning」の略称で「事業継続計画」と訳す。企業や
組織が大規模災害などの緊急事態に遭遇した場合において、損害を最小限に抑
え、事業の継続や早期復旧を図るための計画のこと。

フードバンク
品質に問題がないが市場で流通出来なくなった食品を企業から寄附を受け、福
祉施設や生活困窮者などに無償で提供する活動およびその活動団体。

フードパントリー
生活困窮者やひとり親家庭など、何らかの理由で十分な食事を取ることができ
ない状況の人々に食品を無料で提供し、必要に応じて支援に結びついていない
人を適切な相談機関につなげる活動のこと。

フレイル予防

健康な状態と要介護状態の中間の状態のことで、フレイルの時期を経て、要介
護状態に陥ると考えられている。フレイルには、身体的フレイル、精神・心理
的フレイル、社会的フレイルなどがあり、早期発見、適切な対応により回復す
ることができる時期ともされ、介護予防の上で重要とされている。

ま行 マイタイムライン

台風等の接近によって河川が氾濫した時に備える防災行動計画で、東京都が作
成した「東京マイ・タイムライン」では、家族で話し合いながら適切な避難行
動を事前に整理できるよう①ガイドブック⓶マイ・タイムラインシート③マイ
タイムライン作成用シール等で構成されている。

わ行 ワークショップ 参加者の主体性を重視した体験型の講座、グループ学習、研究集会など。

用語集
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・
あらゆる場所で、あらゆ
る形態の貧困に終止符を
打つ

国内および国家間の格差
を是正する

飢餓に終止符を打ち、食
料の安定確保と栄養状態
の改善を達成するととも
に、持続可能な農業を推
進する

都市と人間の居住地を包
摂的、安全、強靭かつ持
続可能にする

あらゆる年齢のすべての
人々の健康的な生活を確
保し、福祉を推進する

持続可能な消費と生産の
パターンを確保する

すべての人々に包摂的か
つ公平で質の高い教育を
提供し、生涯学習の機会
を促進する

気候変動とその影響に立
ち向かうため、緊急対策
を取る

ジェンダーの平等を達成
し、すべての女性と女児
のエンパワーメントを図
る

海洋と海洋資源を持続可
能な開発に向けて保全し、
持続可能な形で利用する

すべての人に水と衛生へ
のアクセスと持続可能な
管理を確保する

陸上生態系の保護、回復および持
続可能な利用の推進、森林の持続
可能な管理、砂漠化への対処、土
地劣化の阻止および逆転、ならび
に生物多様性損失の阻止を図る

すべての人々に手ごろで
信頼でき、持続可能かつ
近代的なエネルギーへの
アクセスを確保する

持続可能な開発に向けて平和で包
摂的な社会を推進し、すべての人
に司法へのアクセスを提供すると
ともに、あらゆるレベルにおいて
効果的で責任ある包摂的な制度を
構築する

すべての人のための持続的、包
摂的かつ持続可能な経済成長、
生産的な完全雇用およびディー
セント・ワーク（働きがいのあ
る人間らしい仕事）を推進する

持続可能な開発に向けて
実施手段を強化し、グ
ローバル・パートナー
シップを活性化する

強靭なインフラを整備し、
包摂的で持続可能な産業
化を推進するとともに、
技術革新の拡大を図る

ＳＤＧｓ（エスディジーズ）とは‥

2015年9月の国連サミットで採択された国連加盟193か国が2016年から2030年の15年間で達
成するために掲げられた目標です。「持続可能な開発のための目標（ Sustainable
Development Goals）」の略称で、以下の具体的な17の目標を掲げています。

SDGs未来都市
SDGsの達成に向けた取り組みを提案する都
市を内閣府が選定しています。2019年度に
日野市を含む31自治体が選定されました。
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社会福祉法人 日野市社会福祉協議会
地域福祉活動計画策定委員会設置要綱

•

（目的）
第１条 この要綱は、日野市社会福祉協議会（以下「本会」という。）地域福祉活動計

画策定委員会（以下「委員会」という。）の設置、運営に必要な事項を定めるこ
とを目的とする。

（設置）
第２条 日野市における地域福祉活動計画を策定するために、地域福祉活動計画策定委

員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（構成）
第３条 委員会は、委員２０名以内をもって構成する。
２ 委員は、福祉施設・団体、福祉協力団体、学識経験者等の中から本会会長が委嘱する。
３ 委員の任期は、地域福祉活動計画が策定される日までとする。ただし、任期中であっ
ても委員が本来の職を離れたときは、委員の職を失うものとする。

（組織）
第４条 委員会に委員長１名及び副委員長１名を置く。
２ 委員長及び副委員長は、委員の互選とする。
３ 委員長は、委員会を代表し、会務を掌理する。
４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。

（会議）
第５条 会議は、委員長が招集し、議長となる。

（小委員会）
第６条 委員会のもとに、小委員会（作業部会）を設置する。
２ 小委員会は、委員会委員長の命を受けて、地域福祉活動計画の策定に関する調査・研
究等を行う。

（関係者の出席）
第７条 委員会、小委員会が必要と認めたときは、関係者の出席を求め、説明及び意

見を聞くことができる。

（事務局）
第８条 委員会の事務局は、本会事務局に置く。

（その他）
第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会について必要な事項は、本会会長が定める。

附則

（施行期日）

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。

平成１８年４月１日制定
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第5次日野市地域福祉活動計画策定委員会 委員名簿

氏名 所 属

1 ◎山本 美香 東洋大学ライフデザイン学部生活支援学科 教授

2 〇浅野 大輔 社会福祉法人 夢ふうせん 施設長

3 粟澤 稚富美
日野市立駅前子育て応援施設

子育てカフェ・モグモグ

4 飯沼 一将 医療法人社団英世会 地域包括支援センターせせらぎ

5 猪鼻 謙介 日野市健康福祉部福祉政策課 地域福祉係 係長

6 北村 智史
公益社団法人 成年後見センター
リーガルサポート東京支部多摩地区リーダー

7 日下 眞紀 日野市民生委員・児童委員協議会

8 小松 利夫 日野市企画部地域協働課 課長

9 中澤 洋 南観光交通株式会社 代表取締役

10 中村 真佐子 権利擁護センター日野 生活支援員

11 藤田 博文
NPO法人 自立生活センター日野 事務局次長
日野市障害者差別解消推進条例策定委員会 委員長

12 古谷 晋
社会福祉法人マザアス
高齢者総合福祉施設マザアス日野 施設長

13 松田 純子 実践女子大学生活科学部生活文化学科 教授

14 矢崎 功 南平地区社会福祉協議会 事務局長

第5次日野市地域福祉活動計画策定委員会 事務局名簿

氏名 所 属

1 松本 茂夫 事務局長

2 木村 眞理 事務局次長（令和2年12月31日まで）

3 山田 明生 総務係課長補佐 兼 係長

4 千野 裕子 総務係主査

5 伊東 直樹 地域支援係 主事

6 堤 彩 ボランティア係 主事

7 濱野 智之 在宅サービス係課長補佐 兼 係長

8 原田 久美 権利擁護係課長補佐 兼 係長

◎委員長 〇副委員長
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第5次日野市地域福祉活動計画策定委員会 開催日程

年 月 日 概 要

1
令和2年7月31日（金）

18：30～20：00

・会長挨拶・委嘱状交付
・委員自己紹介
・委員長・副委員長選出
・報告・協議事項
①第5次日野市地域福祉活動計画策定スケジュール
②第4次日野市地域福祉活動計画の報告
③第4期日野市地域福祉計画の概要について
④地域福祉に関する意識調査の実施について

2
令和2年10月31日（金）

15：00～17：00

・報告・協議事項
①日野市の地域福祉活動に関する意識調査の

中間報告について
②第5次日野市地域福祉活動計画（素案）について
・素案の概要報告（視点ごと）
・策定委員による討議・意見答申（ワーク）
・まとめ

③今後の日程について

3
令和3年1月22日（金）

15：00～17：00

・報告・協議事項
①日野市の地域福祉活動に関する意識調査の

最終報告について
②第5次日野市地域福祉活動計画（原案）について
・計画の概要報告
・視点ごとの報告
・策定委員による討議・意見答申

③今後の日程について
・最終案について市民からの意見募集
・計画書表紙デザイン案について
・概要版の作成について

4
令和3年3月4日（木）

15：00～17：00

・報告・協議事項
①市民からの意見募集について
②第5次日野市地域福祉活動計画（最終版）について
③第5次日野市地域福祉活動計画（概要版）について
④計画書の表紙デザインについて
⑤計画書の配布計画について
⑥今後について
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社会福祉法人 日野市社会福祉協議会
地域福祉活動計画推進会議設置要綱

•

（目的）
第１条 この要綱は、日野市社会福祉協議会（以下「本会」という。）地域福祉活動計

画推進会議の設置、運営に必要な事項を定めることを目的とする。

（設置）
第２条 日野市における地域福祉活動計画を推進するために、地域福祉活動計画推進会

議（以下「推進会議」という。）を設置する。
（構成）
第３条 推進会議は、委員１５名以内をもって構成する。

２ 委員は、福祉施設・団体、関係団体、学識経験者等から本会会長が委嘱する。
３ 委員の任期は、次期地域福祉活動計画策定委員会が設置される日までとする。
ただし、委員の本来の職を離れたとき、または自ら辞する申し出があったとき、
その他、業務を遂行することが困難と判断されたときは委員の職を解くものとする。
４ 補欠により就任した委員は、前任者の残任期間をもって任期終了とする。

（組織）
第４条 推進会議に委員長１名及び副委員長１名を置く。

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選とする。
３ 委員長は、推進会議を代表し、会務を掌理する。
４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。

（会議）
第５条 推進会議は、委員長が招集し、議長となる。

（所掌事項）
第６条 推進会議は、計画の進捗状況の確認や評価を行う。

２ 計画推進のため、必要に応じて提言を行う。
３ 委員長が必要と認めたときは、関係者の出席を求め、説明及び意見を聞くことがで
きる。

（事務局）
第７条 推進会議の事務局は、本会総務係に置く。

（その他）
第８条 この要綱に定めるもののほか、推進会議について必要な事項は、本会会長が定め

る。

附則
（施行期日）
この要綱は、平成２７年６月１日から施行する。

平成２７年６月１日制定
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５年後の
ま ち

地域のすがた

策定委員の皆様に聞きました ！策定委員の皆様に聞きました ！
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日野社協に

期待すること

策定委員の皆様に聞きました ！策定委員の皆様に聞きました ！

64



支援を必要とする人、したい人、地域に貢献したい人
福祉の事を学びたい人、福祉の仕事をしたい人

のご相談をお待ちしています！

65

これまで仕事で培ったノウ
ハウを地域のために役立て
られるだろうか？
どんなことでお役に立てる
のか！

地域や福祉のこと、ボ
ランティアについて知
りたい！学んでみた
い！体験してみたい！

自分にあった地域の活
動に参加したい、始め
たい。

講習会や講座で学んだ
ことで困っている人の
お手伝いがしたい。

福祉の仕事をしてみたい
けど、資格も経験ないけ
ど働けるのかな？どこか
で働けないかな…。

寄附金を地域のために役
立ててほしい！どこに寄
付すればいいの？そもそ
も、どんな風に使われて
いるんだろう？

◎活動事例
・介護予防教室の参加
・まち記者
・ひの筋体操サポーター
・ハンディキャブ

運転協力者
・ケアサービス協力会員
・傾聴ボランティア
・サロン立ち上げ・参加
・地区社協立ち上げ・参加
・手話通訳者
・市民後見人 ほか

◎活動事例
・福祉のしごと相談会
・福祉人材育成研修
（経営者・ケアマネ・
ヘルパー・施設職員）

・福祉の資格取得相談
・共同募金（赤い羽根募金

歳末たすけあい募金）

・街頭募金ボランティア
・寄附の受付
・社会貢献型自動

販売機の設置 ほか

◎活動事例
・ボランティア登録
・介護サポーター
・福祉体験講座
・傾聴ボランティア養成講座
・まち記者養成講座
・ひの筋サポーター養成講座
・手話講習会
・地域防災プログラム

（ＤＩＧ・ＨＵＧなど)

・講演会・シンポジウム
ほか
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日野市ボランティア・センター

◇TEL．042-582-2318 FAX．042-582-0082

■ボランティアコーディネート ■介護サポーター制度 ■傾聴ボランティア養成講座
■福祉体験講座 ■障害者運動会 ■地域防災の普及活動（DIG・ HUGなど）
■生涯学習支援システムHi Know（ひのぅ） ■まちづくり人プロジェクト委員会
■みんなでつくる日野の防災プロジェクト

◎他団体との連携事業 ■まちづくり市民フェア ■まち活 ■みんなの友・遊ランド
■多摩地区の大学と地域によるネットワーク（ボラネット多摩）■フードバンク＆パントリー

◇TEL．042-582-2319 FAX．042-583-9205

■寄附・会費受付 ■車いす貸出 ■ひの社協だより
■手話講習会 ■コミュニケーション支援（手話通訳者・要約筆記者派遣）
■福祉のしごと相談会 ■日野市内社会福祉法人ネットワーク
■赤い羽根・歳末たすけあい募金(東京都共同募金会日野地区協力会・配分推せん委員会）

◇居住支援あんしん住まいる日野 TEL．050-3537-5765（予約）
◇生活福祉資金の貸付相談 TEL．042-586-3063

◇TEL．042-584-1294 FAX．042-582-0082

■介護予防・フレイル予防推進
■サロン（交流ひろばcafé）
■地区社協の運営支援

◇福祉移送サービスハンディキャブ TEL．042-582-2320（予約）

権利擁護センター日野

◇TEL．042-594-7646 FAX．042-591-1573

■地域福祉権利擁護事業（福祉サービス利用援助・日常的金銭管理・書類等預かりサービス）
■財産保全・管理サービスによる支援（財産保全サービス・手続き代行サービス）
■成年後見制度の利用に関する相談・普及啓発（講演会・説明会等の実施）
■成年後見人等のサポート
■成年後見制度関係機関ネットワーク会議の開催

日 野 市 社 会 福 祉 協 議 会 の ご 案 内

日野事務所（〒191-0011 東京都日野市日野本町7-5-23中央福祉センター1階）

総 務 係

地 域 支 援 係

ボランティア係

権 利 擁 護 係

在宅サービス係

高幡事務所（〒191-0031 東京都日野市高幡1011福祉支援センター2階）

◇TEL．042-591-1567 FAX．042-591-1573

■在宅高齢者ケアサービス事業（家事援助、交流、研修）
■高齢者食事宅配サービス事業（昼食弁当のお届け、見守り）
■福祉人材育成（対象：経営・管理者、介護支援専門員、訪問介護員、福祉施設職員）
■障害福祉人材育成（対象：障害福祉サービス従事者向け）
■障害者就業支援連絡会への参加

■生活支援体制整備（協議体・生活支援コーディネーター）
■地域介護予防活動推進（ひの健康貯筋体操）
■地域福祉コーディネーター（地域担当）
■子どもの学習・生活等支援「ほっとも南平」

第５次日野市地域福祉活動計画（令和3年3月）【編集・発行】社会福祉法人 日野市社会福祉協議会
〒191-0011日野市日野本町7-5ｰ23 TEL.042-582-2319 FAX．042-583-9205 E-mail info@hinosuke.org
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表紙デザイン
実践女子大学 生活科学部 生活環境学科
建築デザイン研究室 ３年
畔蒜真由・金丸明日香・鈴木愛佑菜・林知恵美


